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第一部 【企業情報】

　

第１ 【企業の概況】

　

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (千円) 2,248,947 2,742,273 2,414,060 2,310,401 2,245,026

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 93,320 258,858 3,658 △156,970 △189,781

親会社株主に帰属する
当期純利益
又は親会社株主に帰属
する当期純損失(△)

(千円) 41,920 217,712 △2,482 △221,824 △203,461

包括利益 (千円) 43,104 229,690 4,592 △215,210 △193,529

純資産額 (千円) 3,005,007 3,238,414 3,229,912 3,018,403 2,818,636

総資産額 (千円) 4,589,475 4,896,982 5,146,601 5,383,445 5,007,569

１株当たり純資産額 (円) 487.61 517.09 515.74 483.88 451.86

１株当たり当期
純利益又は１株当たり
当期純損失(△)

(円) 6.80 35.25 △0.40 △35.44 △32.62

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.5 66.1 62.8 56.1 56.3

自己資本利益率 (％) 1.4 7.0 △0.1 △7.1 △7.0

株価収益率 (倍) 62.2 9.2 △612.5 △7.3 △11.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 166,889 417,356 △39,996 166,302 △183,386

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △133,846 △207,558 △430,903 △322,712 △51,723

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 99,932 △203,101 354,686 171,656 △99,475

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 953,814 973,455 864,462 884,911 559,165

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
108 102 95 94 96
(30) (26) (35) (46) (49)

 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第59期、第60期につきましては、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。第61期、第62期、第63期につきましては、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第60期の期首から適用してお

り、第60期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

３.「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を第63期の期首から適用しており、第62期に係る主要な経営指標等については、

当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計基準については第20

－３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、第63期に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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(2)　提出会社の経営指標等

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (千円) 2,192,954 2,657,483 2,357,927 2,262,122 2,193,622

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 73,913 227,090 8,874 △157,803 △179,908

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 21,894 189,745 1,582 △219,625 △195,837

資本金 (千円) 732,552 732,552 732,552 732,552 732,552

発行済株式総数 (千株) 6,316 6,316 6,316 6,316 6,316

純資産額 (千円) 2,941,275 3,134,523 3,123,082 2,907,266 2,704,894

総資産額 (千円) 4,516,841 4,788,017 5,036,640 5,271,080 4,893,337

１株当たり純資産額 (円) 477.27 500.51 498.68 466.06 433.62

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
1.00 4.00 1.00 1.00 1.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期
純利益又は１株当たり
当期純損失(△)

(円) 3.55 30.72 0.25 △35.09 △31.39

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.1 65.5 62.0 55.2 55.3

自己資本利益率 (％) 0.8 6.2 0.1 △7.3 △7.0

株価収益率 (倍) 119.2 10.6 980.0 △7.4 △11.8

配当性向 (％) 28.2 13.0 400.0 △2.8 △3.2

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
102 96 89 88 90
(30) (26) (35) (46) (49)

株主総利回り
(比較指標：配当込み
TOPIX)

（％） 190.3 138.5 38.3 88.9 194.8

（％） (142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4)

最高株価 （円） 475 589 321 316 492

最低株価 （円） 175 251 224 227 200
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第59期、第60期、第61期につきましては、潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。第62期、第63期につきましては、１株当たり当期純損失であり、
また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．第60期の１株当たり配当額４円には、記念配当１円を含んでおります。
３．第62期の１株当たり配当額には、記念配当１円を含んでおります。
４．最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるもの

であり、2022年４月４日以降は東京証券取引所スタンダードにおけるものであります。
５．第63期（2025年３月）の１株当たり配当額1.00円については、2025年６月26日開催予定の定時株主総会の決

議事項になっております。
６.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第60期の期首から適用してお

り、第60期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま
す。

７.「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を第63期の期首から適用しており、第62期に係る主要な経営指標等については、
当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計基準については第20
－３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、第63期に係る主要な経営指標等
については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【沿革】

年月 事項

1962年７月 精密部品の製造事業を目的として、資本金500万円で神奈川県川崎市にヒーハイスト精工株式

会社を設立する。

※精密研削加工の受託及びエンジンパーツの製造を開始する。

1964年９月 リニアボールブッシュの研究開発を開始する。

1965年１月 事業拡張のため、埼玉県川越市に工場を新設し、移転する。

※ 独創的発想による、他に類のない含油焼結合金ソリッド型保持器の開発に成功し、画期的リ

ニアボールブッシュの製造に着手する。

1968年11月 日本精工株式会社とリニアボールブッシュのＯＥＭ供給契約を締結し、ＮＳＫブランドで販売を

開始する。（1984年１月当社特許終了につき契約解除）

1980年４月 業務拡大に伴い、埼玉県川越市芳野台の工業団地に工場を新設し、移転する。

     ６月 工作機械及び産業機械等の直動案内機構用としてアンギュラウェイを開発する。

1987年４月 ポジショニングステージ及びパラレルメカニズムの研究開発を開始し、数々の特許を取得する。

1990年11月 秋田市豊岩工業団地に秋田工場を新設し、ＴＨＫ株式会社にリニアボールブッシュをＯＥＭ供給

する。

1996年７月 埼玉県知事より「彩の国工場」の指定を受ける。

1997年２月 球面軸受に関する特許を取得する。

1999年４月 球面軸受の販売を開始する。

     ９月 プレス機械や金型用の高剛性直動軸受けに最適なサーキュラアークローラガイドを開発する。

2001年８月 本社を埼玉県川越市芳野台に移転する。

2004年６月 日本証券業協会へ店頭登録する。

     12月 日本証券業協会への店頭登録を取り消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場する。

2005年８月 本社工場（埼玉県川越市芳野台）を売却し、埼玉県川越市今福に本社・埼玉工場を新設し、移転

する。

2007年３月 ＩＳＯ9001：2000を認証取得する。

     12月 超薄型アライメントステージＣＨＸ形及びガイドボールブッシュＬＧを開発、ＴＨＫ株式会社に

ＯＥＭ供給する。

2010年１月 円筒直動軸受に２製品「回転ベアリング一体型ボールスプラインユニット」「ミニチュアボール

ねじスプライン（ＢＳＳＰ）」をラインアップする。

     ４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場す

る。

     ７月 エコアクション２１（環境経営システム）を認証取得する。

小径直動ベアリング「有限ストロークボールスプライン」シリーズ12種を発表する。

2011年６月 中国上海市に販売子会社「赫菲(上海)軸承商貿有限公司」（現連結子会社）を設立する。

     11月 第23回大田区中小企業新製品・新技術コンクールにおいて「ミニチュアボールねじスプライン

（ＢＳＳＰ）」が「優秀賞」を受賞する。

2012年７月 中国蘇州市に直動軸受製品の生産拠点「赫菲(上海)軸承商貿有限公司　蘇州分公司」（現連結子

会社の赫菲(上海)軸承商貿有限公司の分支機構）を設置する。

2013年３月 リニアボールブッシュシリーズのラインアップにロウ付けタイプのインローフランジ、センター

フランジを追加する。

     ６月 民生分野向け「ＵＴＢ（Utility Track Ball）」を販売開始する。

     ７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の現物取引市場統合により、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（ス

タンダード）に上場する。

2014年３月 高強度プラスチックを採用し、組付性・コストバランスを両立した「ハイブリッドフランジリニ

アボールブッシュ（JFKシリーズ）」を販売開始する。
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年月 事項

2014年12月 メガバス株式会社と共同開発した 新可動ウエイトシステム「ＬＢＯ(Linear　Bearling　

Oscillator)」に当社の技術が採用される。

2015年４月 ＵＴＢシリーズのラインアップにスリムタイプを追加する。

2016年２月 ＵＴＢシリーズのラインアップを拡充し、スリムタイプに加えロングタイプ、ロングスリムタイ

プを追加する。

2018年２月 秋田工場に機械加工室を新設する。

３月 埼玉工場の倉庫を建て替える。

2020年７月 ヒーハイスト株式会社に社名を変更する。

2021年12月 川越ものづくりブランド KOEDO E-PRO大賞に選ばれる。「超精密ステージＨＷシリーズ」

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、スタンダード市場に移行する。

2023年４月 埼玉工場に直動機器の増産のためのＡ棟を増設する。

2024年11月 球面軸受のラインアップに軸短タイプ(SRJS)を追加する。
 

　

３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社１社（赫菲(上海)軸承商貿有限公司）で構成されております。精密機器製造

事業の単一セグメントでありますが、事業の傾向を示す品目別の事業内容は、以下のとおりであります。

当社は創業以来、一貫して直動機器及び精密部品の製造販売を行い、後にそれらの技術を応用してユニット製品の

製造販売も開始しました。

直動機器のリニアボールブッシュ（注１）においては、独創的な設計思想によりミニチュア化に成功し、以来長年

にわたって工作機械や精密機械等、あらゆる分野に高品質な製品として供給を行っております。さらに、省エネニー

ズに向けた軽量タイプや、装置等の省スペースニーズに向けたスリムタイプ等、これまで蓄積してきた技術を応用し

て新製品開発・製品の改良にも力を入れております。

精密部品加工においては、レース用部品及び試作部品の製造を受託しており、精密な加工技術の要求にスピード感

をもって対応しております。

ユニット製品においては、直動機器及び精密部品加工で培った精密加工技術を発展させ開発したものであり、ス

マートフォン等の液晶画面製造の位置決め装置をはじめ、国内・海外のあらゆる産業装置メーカー向けに供給してお

ります。

　

(1)　直動機器　

主力製品リニアボールブッシュは、機械装置の可動部に用いられる部品であります。一般的に機械装置の可動部

は、金属と金属が接触しお互いに擦り合いながら可動いたします。金属同士が擦れると、そこには摩擦が生じ、金

属の焼きつき、摩耗、破損などの現象が生じます。リニアボールブッシュは、接触面を鋼球が転がりながら移動す

ることで、摩擦による影響を低減し、機械装置の寿命を延ばす役割を担っております。

リニアボールブッシュは機械装置に欠かせない要素部材であり、その種類は多岐にわたりますが、当社グループ

では直線運動を実現するリニアボールブッシュ、ＵＴＢ（注２）、ＪＦＫ（注３）の製造販売、ボールスプライン

（注４）等の製造販売を行っております。また、直動機構を応用し、ルアー用途としてＬＢＯ（注５）をメガバス

株式会社と共同開発しました。

　

(2)　精密部品加工

精密部品加工は、主にレース用部品及び試作部品の受託加工を行っております。レース用部品はより精緻な加工

技術が要求されており、機動力で対応するなど利便性にも強みを持っておりました。また、次世代製品（環境・エ

ネルギー・ロボット等）の機能部品加工を行っており、当社のコア技術である球面加工技術や鏡面加工技術を駆使

し、特殊材料・難切削材等の超精密部品の受託加工を行っております。

　

(3)　ユニット製品

一般的な多軸ステージ（注６）は、軸を積み重ねることで複数軸を構成しますが、当社ではパラレル機構（注

７）を用いております。同一平面上に複数のアクチュエータ（注８）を配置した薄型シンプル構造を実現し、装置

の小型・省電力化に貢献しております。また、ステージから応用開発してプロダクトアウト製品として球面軸受

（注９）を製造販売しております。
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(注１)　リニアボールブッシュ　＝　Linear Ball Bush

ボールベアリング用鋼球を利用した、直動的に移動する軸受

(注２)　ＵＴＢ　＝　Utility Track Ball

民生分野向けリニアボールブッシュ（注１）

(注３)　ＪＦＫ　＝　Hybrid Flange Linear Ball Bush

高強度樹脂フランジ一体型リニアボールブッシュ（注１）

(注４)　ボールスプライン　＝　Ball Splines

リニアボールブッシュ（注１）のシャフト及び外筒の内径を溝付けし、ローリング方向に保持力を持たせ

た軸受

(注５)　ＬＢＯ　＝　Linear Bearing Oscillator

リニアボールブッシュ（注１）の機構に重りを付けてルアーに内蔵し、慣性により飛距離を伸ばせる構造

(注６)　ステージ　＝　Stage

単軸又は多軸の位置決め機構

(注７)　パラレル機構　＝　Parallel Mechanism

並列機構、並列に配置された複数のアクチュエータ（注８）を協調して動くように制御して、テーブルを

目的の位置に移動させる機構

(注８)　アクチュエータ　＝　Actuator

駆動部と直線運動及び回転運動を行う被駆動部で構成された駆動機構

(注９)　球面軸受　＝　Spherical Rolling Joint

筐体と可動部材との間にボールを配置した構造の転がり運動をする球面軸受

 

事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(又は被所有)

割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

赫菲（上海）軸承商貿有限公司 中華人民共和国上海市 40,000

直動軸受製品及びユニット

製品の製造、販売、

輸出入関連サービス提供

（所有）

100.0

製品及び部品の販売

並びに仕入

役員の兼任１名
 

(注) 特定子会社に該当しておりません。

　

５ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

2025年３月31日現在

従業員数（人） 96（49）
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(嘱託、パートタイマー及び人材会社からの派遣社員を含む。)

は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。

２．当社グループは、精密機器製造事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しています。

 
(2)　提出会社の状況

2025年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

90(49) 41.7 12.3 4,847
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(嘱託、パートタイマー及び人材会社からの派遣社員を含む。)

は、年間の平均人員を(  )外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、精密機器製造事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しています。

 

(3)　労働組合の状況

当社グループは、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 
(4)　管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　　提出会社

当該事業年度

管理職に

 占める

 女性労働者

 の割合（％）

 （注１）

男性労働者の

 育児休業

 取得率（％）

 （注２）

労働者の男女の

 賃金の差異（％）（注１）

全労働者
正規雇用

 労働者

パート・

 有期労働者

11.1 50.0 65.6 68.5 87.6
 

(注) １.「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２.「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。
 

(1)　経営方針

当社グループは、「義の心」という経営理念のもと、創業以来直動機器の専門メーカーとして常に新しいテクノ

ロジーを追求し、多様化する顧客ニーズに適応する高品質・高付加価値製品を提供するとともに、経営の効率性と

業績の向上を図ることで社会に貢献し、株主、取引先、従業員など全てのステークホルダーのご期待にお応えする

ことを基本方針としております。
 

①「経営理念」

「義の心」　仕事とは、先に義を尽くして後から利益がくる「先義後利」だと考えます。自分たちの都合でモ

ノを作るのではなく、お客様が何を望み、何に困っているのかをつかみ、それに真摯に応える「義の心」こそ、

当社グループの経営理念です。　

経営理念「義の心」を実践するために以下の方針を掲げています。

a社会貢献　新たな価値の創造を通じて、社会に貢献できる企業を目指す。

b社員共生　社員と共に生き、喜びを分かち合う企業を目指す。

c安定成長　上記方針の目標を達成するため、安定した収益を生み続ける企業を目指す。
 

②「経営方針」

「不易流行」

「不易」とは、どのような時代や環境になろうとも、変えてはならないこと。

「流行」とは、その時代、時代の環境の変化に順応していかなければならないこと。

例えば、

・人の役に立つ（人の使命）、社会の役に立つ（企業の使命）、企業スピリッツ、経営理念等は「不易」。

戦略、戦術、組織、技術、生産方法、システム（仕組み）等は「流行」。

・各部門間の互いの「リスペクト（価値を認めること）」が当社グループの強み、信頼とリスペクトがあっ

ての「共存共栄」（「不易」変えてはならないこと）。

・スマート生産（注）こそが「働き方改革」（「流行」環境や変化に順応）。

(注)スマート生産＝中長期のトレンドを見極めて設備を揃え、生産能力を生かした計画を立て、計画通りに

出来高を毎日達成する当社の考え。また、効率のよいスマートな生産を目指し、かつ、労働時間の平準

化・改善意欲を高め、従業員の満足度やモチベーションを高めることも目的としている。

・成長とは、変化すること、変化を起こすこと、これからがこれまでを決めるように取り組む。
 

(2)　経営環境

今後の見通しにつきましては、半導体需要の高まりや人手不足に伴う自動化に向けた設備投資の増加などによ

り、経済活動の正常化に向けた動きは継続していくものと想定されます。一方で、不安定な国際状況や、エネル

ギー価格や原材料価格の高止まりなど、不透明な状況が継続することが予想されます。

このような状況の中、自動化関連の需要に向けて、強化した生産設備の生産能力を生かした直動機器のスマート

生産を引き続き実践し、生産の増強及び販売の拡大を図って参ります。

また、エネルギー価格や原材料価格の高止まりなどの影響により、利益率の低い形番のスクラップ・アンド・ビ

ルドを実行することで、成長性の高い製品に経営資源を注ぎ、収益力の向上や安定利益構造への変革を図って参り

ます。

当社グループの品目別の経営環境の認識は以下のとおりであります。

①　直動機器

2024年度は、需要の回復の遅れや中国市場からの受注停滞が継続したことの影響を受け、売上高は減少しま

した。

2025年度は、自動化関連の需要に向けて強化した生産設備の生産能力を生かした直動機器のスマート生産を

実践し、生産の増強及び販売の拡大を図って参ります。

②　精密部品加工　

2024年度は、レース用部品の売上が増加しました。

2025年度は、本格復帰に向けたレース用部品の試作品の供給増加が見込まれております。

③　ユニット製品

2024年度は、半導体製造装置の生産設備や自動車生産設備の増強案件に対応したことでステージ製品の売上

が増加してきたことに加え、中国市場における医療用分析機器及び情報通信機器の製造装置向けに球面軸受の

売上が増加しました。

2025年度は、中国市場をはじめ、各産業用製造装置への販売拡大が期待されます。
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(3)　中期経営戦略

当社グループでは、主力の直動機器において「小径リニアボールブッシュ世界ＮＯ．１」を目標に掲げ、製品の

原価低減・品揃え拡充に取り組んで参ります。

また、「スマート生産」「稼働率の平準化」「直動機器の製品力強化」「精密部品加工の売上確保」及び「ユ

ニット製品の販路拡大」を今後の重点施策とした中期経営計画「Hephaist Vision65」を掲げており、中長期視点で

の成長と利益確保を目指して継続的に取り組んで参ります。

①　直動機器

中長期のトレンドに合った設備を揃え生産能力を生かした計画を立て、計画通りに出来高を達成していくこと

で、安定生産・原価低減を図り、市場のニーズに対応して販売していきます。また、市場シェアの低い形番の生

産増強を図ることでシェア拡大を図るとともに、主力製品の原価低減と販売数の増加を図ります。さらに、シス

テム対応強化による工程管理、製造から販売への情報を一元管理し納期対応を強化していくとともに、生産技術

の展開による生産数拡大を図って参ります。

②　精密部品加工

強みの固有技術を一段と高度に磨き上げ、また、同時に迅速かつ丁寧な顧客対応力を追求することにより差別

化を図り、高度化する顧客ニーズに対応し続け、顧客満足のさらなる向上を目指して参ります。レース用部品の

継続供給に加え、他の精密部品加工への対応力強化も図って参ります。

③　ユニット製品

仕様の標準化による設計効率化を図り、短納期での販売を強化いたします。

また、増加したラインアップ製品と新製品シリーズの拡販を図るとともに、新たな海外市場への展開を進めて

参ります。
 

(4)　経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループの経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標（以下、「KPI」という。）は、売上高、

営業利益、売上高営業利益率であります。2026年３月期の目標値は売上高2,486,780千円、営業利益68,473千円、売

上高営業利益率2.7％であります。2027年３月期の目標値は売上高2,863,469千円、営業利益139,779千円、売上高営

業利益率4.9％としております。当該KPIの各数値については有価証券報告書提出日現在において予測できる事情等

を基礎とした合理的な判断に基づくものであり、その達成を保証するものではありません。
 

(5)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

(1)及び(3)に記載の経営方針及び中期経営戦略を実行していく上で、当社グループが、優先的に対処すべき事業

上及び財務上の課題は以下のとおりであります。

（特に優先度の高い対処すべき事業上及び財務上の課題）

①　コスト削減による利益率の改善

当社グループは、海外を含めた競合他社との価格競争を展開しており、今後も継続することは確実視されてお

ります。それに対応すべく当社グループは、当連結会計年度も引き続きコスト削減を徹底することとしており、

具体的には部品加工等の内製化、部材購入費の洗い直し、残業等の労務費の削減、一般経費の削減等を徹底して

参ります。

②　直動機器の特定製品への設備投資による生産能力増強

当社グループは、産業用機械において欠かすことのできない直動機器を製造しており、その範囲は人手不足に

伴う自動化や省略化に貢献する産業用機械装置にも多くの部品を供給しており、その供給を継続していく使命が

あります。その必要性が認められる製品に対しては、設備投資をして生産能力を増強して供給して参ります。
 

（その他の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題）

③　固定費・変動費の削減による収益の向上

④　球面軸受の製販強化

⑤　直動機器の選択と集中で利益改善

⑥　新規レース用部品の精密部品加工対応
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(6)　ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）への取り組み

社会及び企業の持続可能な発展を追求するためには、企業が社会における良き企業市民として経済的・環境的・

社会的な各側面に配慮して事業活動を行い、ＣＳＲ（企業の社会的責任）に取り組むことが必要不可欠と考えてお

ります。

環境面では、導入している環境マネジメントシステム「エコアクション２１」の運用活動による継続的な改善を

行うことで、持続可能な社会の実現と企業価値向上を図って参ります。

カーボンニュートラルに向けた取り組みとして、本社・埼玉工場のＡ棟建屋等に太陽光発電設備を設置してお

り、引き続き、自社のＣＯ２排出量削減と社会のサステナビリティへの貢献に取り組んで参ります。

資源循環型社会の構築に向けた取り組みとして、マテリアルリサイクルが困難な古紙や廃プラスチックを、化石

燃料代替の固形燃料Ｒ．Ｐ．Ｆ（Ｒｅｆｕｓｅ　Ｐａｐｅｒ　ａｎｄ　Ｐｌａｓｔｉｃ　Ｆｕｅｌ）として再利用

する取り組みに協力するとともに、卵の殻を配合したエコペーパ―「ＣａＭＩＳＨＥＬＬ」を使用した名刺を導入

しており、引き続き、ＣＯ２排出量削減による資源循環型社会の構築に取り組んで参ります。

また、家庭で余っている食品を集め、フードバンクやこども食堂、フードパントリー等に寄付をするフードドラ

イブ事業に協力することで食品ロス削減に協力しており、引き続き、ＳＤＧｓ目標である「１　貧困をなくそ

う」、「２　飢餓をゼロに」、「12　つくる責任　つかう責任」及び「17　パートナーシップで目標を達成しよ

う」の達成に取り組んで参ります。

さらに、国際社会からの要請に応える社会貢献への取り組みの一環として、開発途上国の人々がより良い生活を

送ることを願い、特定非営利活動法人ワールド・ビジョン・ジャパンのチャイルド・ スポンサーシップに協力し、

当社と縁が深いベトナム社会主義共和国のソンハ地域開発プログラムを通じ、貧困に苦しむ子どもたちの成長の支

援を進めることで、世界の貧困を終わらせ、ＳＤＧｓの持続可能な世界を実現することを目指して参ります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

当社グループは、企業理念である「義の心」に基づき、創業以来、固有技術と独自性を生かして「価値の創造」に

努めて参りました。この事業活動を通じて社会的課題の解決に貢献し、持続的成長及び次世代への成長基盤を構築し

ていくことを、サステナビリティ活動推進の基本的考え方としております。

当社グループでは、事業活動を行うに当たり、社会的規範を遵守するための方針として定めた「企業倫理綱領」に

ＣＳＲ（企業の社会的責任）を規定し、環境保護、人権擁護・従業員満足、社会貢献を掲げております。このＣＳＲ

を果たすために「ヒーハイスト企業行動憲章」を制定するとともに、社会からのＣＳＲに対する期待の高まりに伴い

「ヒーハイストＣＳＲ活動方針」を策定し、環境・人権・社会に配慮した事業活動を行うことで、持続可能な社会の

実現に貢献しております。

このような取り組みの中、本社・埼玉工場及び秋田工場において、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への貢献を意

識した事業活動を積極的に進め、埼玉県と秋田県において「ＳＤＧｓパートナー」として登録されております。
 

⑴　ガバナンス

当社グループでは、持続可能性の観点から企業価値を向上させるため、サステナビリティ推進体制を強化してお

り、代表取締役社長尾崎浩太氏がサステナビリティ課題に関する経営判断の最終責任を有しております。

当社グループは取締役会及び監査役会を設置し、毎月の取締役会等の重要会議でサステナビリティに係る情報を

共有化する等、持続可能な社会の実現のための企業統治体制を確保しております。

また、サステナビリティを実践するための検討や決定を迅速かつ適切に行えるよう、取締役及び監査役並びにそ

の他検討事項に応じて責任者が出席する経営会議を毎月１回開催しております。

環境保全への取り組みを推進する体制としては、代表取締役社長尾崎浩太氏を事務局長とするサステナビリティ

事務局を設置するとともに環境マネジメントシステム「エコアクション２１」を導入しており、「エコアクション

２１」の運用活動による継続的な改善を行うことで、持続可能な社会の実現と企業価値向上を図っております。

持続可能性の観点で当社グループの企業価値向上を妨げるリスクに対応する体制として、代表取締役社長尾崎浩

太氏を委員長とし、常勤監査役及び各部門長を委員とするリスクマネジメント・コンプライアンス委員会を設置

し、内部統制事務局がリスクマネジメント・コンプライアンス委員会運営に際しての総括的な事務局機能を担うこ

とにより、リスク管理に関するガバナンス体制を構築しております。

取締役会は、サステナビリティ全般に関するリスク及び機会の監督に対する責任と権限を有しております。取締

役会には、経営会議、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会及び「エコアクション２１」の運用活動の中

で検討・協議された課題等が報告され、必要に応じて対応の指示を行っております。
 

組織体 役割

取締役会
サステナビリティ全般に関するリスク及び機会の監督に
対する責任と権限、リスク及び機会について評価を行
う。

経営会議 サステナビリティ全般に関する課題や方針の審議、決定

リスクマネジメント・コンプライアンス委員会
サステナビリティに係るリスクを含む全般的なリスク管
理

サステナビリティ事務局
サステナビリティ全般に関する課題や方針の審議をし、
具現化させる。

 

 

⑵　戦略

当社グループにおける環境保全及び人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関す

る方針は、以下のとおりであります。

①　環境保全

企業の社会的責任として、全ての事業活動を行う中で、地球環境保全と資源の有効利用への取り組みを推進す

るため、環境マネジメントシステムを構築し、継続的な改善を行い、企業価値の向上と環境負荷の低減に努めて

おります。次世代につなぐ地球環境への貢献・脱炭素社会実現に向けた挑戦をしていきます。

・ＣＯ２排出量の抑制、特に電力使用量の削減を重点管理

・廃棄物の抑制、ゴミの分別による再資源化の推進

・水使用量の抑制、化学物質使用の抑制、環境配慮製品の開発と販売
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②　人材育成方針

当社グループは、企業倫理を遵守し、企業理念及び経営方針を誠実に実践することにより、もってＣＳＲを果

たすため、ヒーハイスト企業行動憲章を制定し、安全で働きやすい職場環境を確保するとともに、従業員の能

力、活力を引き出し、人格、個性を尊重することを宣言しており、性別、年齢、国籍による差別を行わないこと

を掲げております。

このような考えのもと、本人の能力やスキル等を公正に評価した上で、採用や登用を行っております。

具体的には、性別や年齢や国籍等を問わず、採用した人材に必要なスキルを身につけさせ能力を最大化させる

ため、入社時教育、配属時教育、部門毎教育及び年度毎教育といった従業員一人一人のキャリア構築を支援する

多彩な教育研修制度を導入し、職位や職能毎に求められる能力や専門知識の習得を図っております。

この人材育成方針のもと、仕事と家庭の両立支援、国籍・人種・性別等を問わない積極的な人材活用、及び長

期的に働けるような職場環境の整備に積極的に取り組んだことで、埼玉県の多様な働き方実践企業におけるプラ

チナランクの認定を受けております。

当社グループは、人材育成方針に基づき、人材とのエンゲージメントを高めながら事業活動を行うことで「価

値の創造」を向上させ、事業の持続的な成長を実現していきます。

 
③　社内環境整備

中長期的な企業価値向上のためにはイノベーションを生み出すことが重要であり、そのためには、多様な人材

が個々の能力を充分に発揮できる人事制度を構築することが必要と考えております。

当社グループでは、労働者不足への対応、生産性向上の観点から、性別や年齢や国籍等に関係なく様々な人材

が活躍できる環境や仕組みを整備し、多様な人材が意欲をもって活躍する活力ある組織の構築を推進していくと

ともに、優秀な人材を確保するため、新卒を対象とした定期採用に加え、即戦力として期待できる中途採用、及

び外国籍の技能実習生受け入れや特定技能人材の雇用も積極的に行っております。

具体的には、以下の社内環境を整備しております。

ａ．従業員が仕事と子育てを両立することができ、従業員全員が働きやすい環境を作ることによって、全ての

社員がその能力を十分に発揮できるようにするため、育児・介護休業を取得しやすい環境づくり、育児短時

間勤務制度、次世代育児支援対策に関する環境づくりを導入しております。

ｂ．人事評価制度においては、あらかじめ設定した目標の達成度合を評価基準にした成果評価に加え、経営理

念、経営方針及び戦略を具体的に表現して評価基準としたヒーハイストバリュー評価を導入し、「社員共

生」という経営基本方針の実現を目指しております。

ｃ．奨学金を受給した従業員に対し、一定条件のもと、奨学金返還を支援する奨学金返還支援制度を導入する

ことで、奨学金返還の負担を抱える従業員の経済的・心理的負担を軽減し、自己研鑽の機会を増やすととも

に、業務に集中して安心して長く働ける環境を整え、人材の確保と定着を図って参ります。

ｄ．従業員の毎月の給与から一定額を天引きして自社株式を継続的に購入する社員持株会に対し、奨励金を付

与しており、自社株式の取得及び保有を通じて、従業員の経営への参画意識を向上させるとともに、福利厚

生の充実により、従業員と会社とのエンゲージメント向上を高め、当社の持続的な成長と中長期的な企業価

値の向上に努めております。

 

⑶　リスク管理

当社グループでは、様々なリスクを想定して「リスクマネジメント基本規程」と「危機管理基本規程」を制定

し、リスクへの対応を図っております。サステナビリティに係るリスクを含む全般的なリスク管理はリスクマネジ

メント・コンプライアンス委員会において行っており、委員会の運営に際して総括的な事務局機能を有する内部統

制事務局とともに、リスク全般を管理しております。

取締役会は、サステナビリティ全般に関するリスク及び機会を監督する責任と権限を有しており、リスクマネジ

メント・コンプライアンス委員会で検討・協議された課題等は取締役会に報告され、必要に応じて対応の指示を

行っております。
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⑷　指標及び目標

当社グループでは、上記「（2）戦略」において記載した、人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及

び社内環境整備に関する方針に係る指標については、当社においては、関連する指標のデータ管理とともに、具体

的な取組みが行われているものの、連結グループに属する全ての会社では行われていないため、連結グループにお

ける記載が困難であります。このため、次の指標に関する目標及び実績は、連結グループにおける主要な事業を営

む提出会社のものを記載しております。

指標 目標 実績（当連結会計年度）

管理職に占める女性労働者の割合 2026年３月までに8％ 11.1％

男性労働者の育休取得率 2026年３月までに100％ 50.0％

労働者の男女の賃金差異 2026年３月までに80％ 65.6％

労働者に占める外国人労働者の割合 2026年３月までに23％ 25.3％
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)　直動機器への高い依存度

当社グループでは、直動機器は売上の約60.8％を占めております。産業用機械装置には欠かせない要素部品であ

ると認識しており、今後も安定的に需要が見込まれるものと推測しておりますが、将来、諸外国の安価な製品や代

替品等の流入により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、主な用途である産業用機械装

置の設備投資需要変動により、直動機器の需要が急激に変化して当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、利益率が低い形番のスクラップ・アンド・ビルドを実行するこ

とで、成長性が高い製品に経営資源を注ぎ、収益力の向上や安定収益構造への変革を図って参ります。また、市場

シェアの低い形番の生産増強による直動機器のシェア拡大、販売体制や生産体制の改善による小径リニアブッシュ

市場シェアの維持、製品の改良や用途開発等の付加価値のある製品開発（魚釣りのルアー商品とのコラボや樹脂で

軽量化を図った製品での民生品への応用）を進めて市場シェアの拡大に努めております。

 
(2)　特定販売先への高い依存度について

当社グループ製品の販売先のうち、ＴＨＫ株式会社及び本田技研工業株式会社（以下「ホンダグループ」）に対

する当社グループの売上高に占める比率は高いものとなっております。

ＴＨＫ株式会社及びホンダグループとは、長年安定した取引関係を維持しておりますが、同社の受注動向や経営

戦略の如何によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。ホンダグループ向けのレース用部

品は、そのレース参戦の動向により売上高に影響いたします。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、ＴＨＫ株式会社及びホンダグループの取引先との関係を良好に

維持しつつ、新市場・新規顧客の開拓を進めることで、取引上のリスク回避に努めております。

 

(3)　知的財産権について

当社グループは、特許権等の知的財産権の重要性を強く認識しており、自社が保有する技術等については、特許

権等の取得による保護を推進しております。しかしながら、出願した全ての技術等について知的財産権が取得でき

る保証はなく、また、取得したとしても特許期間満了により他社が類似品を市場に投入することで価格競争に陥

り、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、当社製品が他社の特許等に抵触して事業展開の制約となる可能性に加え、その情報を知らずに市場に投

入してしまった場合には特許権の侵害による賠償金の発生等により、当社グループの業績への影響を及ぼす可能性

があります。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、技術人員のスキルアップ、顧問弁理士による支援体制、技術情

報の秘密管理体制等、により知的財産権や技術情報の保護に努めております。

 

(4)　原材料価格の変動について

当社グループの製品は、鋼材及び樹脂製品からなる部分があり、その仕入価格は市場価格の変動の影響を受ける

ことがあります。需給関係の動向等が原材料価格の上昇を引き起こし販売価格への転嫁がうまく進まない場合、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、材料の市場価格変動を踏まえた発注のコントロールにより価格

上昇の影響を最小限に抑える取組み、一部の樹脂部品を内製化することに加え、外注加工費や人件費等の諸経費の

削減活動を進めて安定した収益を確保する体制に努めております。
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(5)　自然災害、事故災害について

当社グループは、製造ラインの中断による影響を最小限にするために、埼玉と秋田で分散して製造しておりま

す。しかしながら、地震、台風等の自然災害や火災等の人為災害の発生により、従業員や生産設備等が大きな被害

を被り、部分的又は全面的に操業停止となり、生産及び出荷が長期にわたり停止した場合には、当社グループの業

績が重大な影響を被る可能性があります。また、被害を被った場合には従業員への補償や生産設備等の修復のため

に多額の費用が発生し、結果として、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、日常からハザードマップによる危険地域の確認、安全面のイン

フラ整備等の予防対策、供給元の精査・確認をして、BCP(注)対策をして災害による被害低減に努めております。

(注)BCPとは、Business Continuity Plan（事業継続計画）の略であり、災害等の際に事業活動を中断させないた

めの又は万一中断しても早期に復旧させるための計画のことをいいます。
 

(6)　海外での事業活動について

当社グループは、中国での事業活動を行っております。この海外での事業活動において、予期しえない自然災害

や景気変動、テロ・戦争・内乱等による政治的・社会的混乱、並びに法規制や租税制度の変更等、及び、外貨建て

の取引等において急激な為替レートの変動がある場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、中国子会社との連携や密な情報共有、各金融機関や取引先等か

らの情報収集等により、速やかに海外情勢を把握し、被害を最小限にするように努めております。また、為替変動

に対しては、為替予約によりリスクを回避しております。
 

(7)　重要な訴訟等について

当連結会計年度において、当社グループに重大な影響を及ぼす訴訟等はありませんが、将来、重要な訴訟等が発

生し、当社グループに不利な判断がなされた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、定期的に顧問弁護士からのアドバイスや監査役及び会計監査人

の監査を受けることで法令遵守及び財務報告の適法性を確保することや、コンプライアンス活動による従業員への

法令遵守の教育指導で法令違反や不祥事の発生防止に努めております。
 

(8)　情報セキュリティについて

当社グループは、顧客・取引先等についての個人情報及び事業に関連する営業機密を保有しております。当社グ

ループでは、これらの情報の管理に努めておりますが、コンピューターウイルスや情報システムの不具合等により

情報が流出した場合には、当社グループに対する信頼低下につながり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、ハード面及びソフト面でのセキュリティ対策によるコンピュー

ターウイルス被害の防止、重要情報のバックアップ取得によるシステム障害のリスク回避、従業員への教育による

情報管理の徹底等により情報流出リスク防止に努めております。
 

(9)　特定供給元への依存について

当社グループは、製品の原材料、一部の構成部品や工程を特定の供給元や外注先に依存しております。従って、

供給元で超過需要となった場合や、災害・事故等による供給停止により生産が停滞した場合は、機会損失の発生

や、供給責任を果たせずに取引先からの信用低下にもつながり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、代替の供給元の開拓や内製化を進めることで、災害・事故等に

よる生産停滞を回避するように努めております。
 

(10)　不適合品の市場流出について

当社グループは、あらゆる産業機械をはじめ、民生分野などへの多用途に向け、製品を供給しております。不適

合品の市場流出が発生した場合に、その補償等にかかる費用の発生や、取引先からの信用低下にもつながり、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、当該リスクの対応策として、ISO9001品質マネジメントシステムの構築・運用等で品質保証

体制の構築に努め、万が一不適合品が発生した場合に備えた対策の実施等による不適合品の市場流出防止に努めて

おります。
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(11)　人材の確保について

当社グループでは、専門性を有した技術者を必要としており、優秀な人材の確保と育成、定着率が重要な課題と

なります。しかしながら、少子高齢化に労働人口の減少、製造業への就職人材の減少により、人材確保が難しく

なっており、計画通りに適切な人材を採用できなかった場合や成長途中で退職に至った場合には、技術・技能の承

継にも支障をきたし、当社グループの事業の遂行に制約が生じる可能性があります。

当社グループでは、地域に密着した優秀な人材を採用するほか、海外からも優秀な人材も採用しております。従

業員の意欲向上のため、若手社員にも活躍の場を提供しており、定期的な表彰（ファイスター表彰制度）や、イン

センティブ報酬制度により従業員満足につなげております。

 

(12)　為替レートの変更について

当社グループは、海外売上高の大部分を外貨建てで輸出しており、また海外の関係会社もあり売上・費用・資産

を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表のために円換算されております。常に為替変動のモニタリングを行

い、円建て取引、外貨建取引については、為替予約及び外貨預金口座での決済を行う等の対策をとっております

が、円に対して外貨の為替変動が想定以上となった場合、当社グループの財政状況及び経営成績に重大な影響を与

える可能性があります。

 
(13)　減損損失について

当社グループは、品質及び生産性の向上並びに事業開発のため、製造設備等の設備投資を継続的に行っており、

多額の有形固定資産を保有しております。有形固定資産については、定期的に調査を行い、減損の兆候が認められ

る場合は適切な会計処理を行っております。しかしながら、固定資産の時価が著しく低下した場合や事業の収益性

が悪化した場合には、固定資産減損会計の適用により固定資産について減損損失が発生し、当社グループの財政状

況及び経営成績に重大な影響を与える可能性があります。

 
(14)　気候変動について

当社グループは、自社内で発生する廃棄物の有効利用、環境配慮製品の開発等、ＣＯ２排出量削減による気候変

動対策に取り組んでおります。しかしながら、異常気象により原材料及びエネルギー価格が高騰した場合や、ＣＯ

２排出量に関する新たな規制が導入された場合、生産コストが増加し、当社グループの財政状況及び経営成績に重

大な影響を与える可能性があります。

 
(15)　継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、当連結会計年度（2025年3月期）におきまして営業損失及びマイナスの営業キャッシュ・フ

ローを計上いたしました。売上高の増加や営業利益の黒字化を目指しておりましたが、予想以上に産業用機械業界

の需要の回復が遅れたことが主な要因であります。

これにより継続的な営業損失の発生に加え、当連結会計年度において営業キャッシュ・フローがマイナスとなっ

たことから、当社グループとしては、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在してい

ると認識しております。

当社グループは、このような状況を解消するために、エネルギー価格や原材料価格の高止まりなどの影響により

利益率が低い形番のスクラップ・アンド・ビルドを実行することで、成長性が高い製品に経営資源を注ぎ、収益力

の向上や安定収益構造への変革を図り、翌連結会計年度以降の伸長を見据えた事業計画を策定しております。

また、当面の十分な自己資金も確保しており、翌連結会計年度の事業計画に基づく資金計画による評価を実施し

た結果、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は以下のとおりであります。
 

①　財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善を背景に概ね堅調に推移しましたが、不安定な国

際状況や為替相場の動向、エネルギー価格や原材料価格の高止まり、中国経済の停滞、米国の政権交代に伴う政策

転換など、依然として景気の下振れリスクが続いております。

このような状況のもと、当社グループは「スマート生産」「稼働率の平準化」「直動機器の製品力強化」「精密

部品加工の売上確保」及び「ユニット製品の販路拡大」を今後の重点施策とした「中期経営計画Hephaist

Vision65」を掲げ、中長期視点での成長と利益確保を目指して継続的に取り組んで参りました。

また、中期計画に必要な設備投資を実行し、各設備の生産能力を生かした生産計画を立て、計画どおりに出来高

を達成していく「スマート生産プロジェクト」のもと、適正な在庫金額を考慮しながら生産性を強く意識した直動

機器の効率的かつ安定的な生産と、それによる原価低減に取り組んで参りました。さらに、市場シェアの低い形番

の生産増強による直動機器のシェア拡大、レース用部品の継続供給、高さ寸法を抑えた軸短タイプ球面軸受を市場

投入するとともに、電力費削減をはじめとしたコスト削減に取り組んで参りました。営業面では、マレーシアの

MIRAI INDUSTRIAL AUTOMATION (M) SDN BHD 社とパートナーシップ契約を締結し、ユニット製品の技術的な相互補

完を行うことでマレーシア市場の販路開拓を開始し、経営方針「不易流行」を実践して参りました。
 

a．経営成績

当連結会計年度の経営成績は、売上高は2,245,026千円（前年同期比2.8％減）となりました。

利益面につきましては、固定費等の増加、及び直動機器の売上高低下により、営業損失121,495千円（前年同期

は、営業損失158,653千円）、経常損失189,781千円（前年同期は、経常損失156,970千円）、親会社株主に帰属する

当期純損失203,461千円（前年同期は、親会社株主に帰属する当期純損失221,824千円）となりました。

　品目別の経営成績は、次のとおりとなります。

(a)直動機器

　直動機器につきましては、需要回復の遅れや中国市場からの受注停滞が継続したこと等の影響を受け、当連

結会計年度の売上高は1,365,679千円と前年同期と比べ226,109千円の減少（前年同期比14.2％減）となりまし

た。

(b)精密部品加工

　精密部品加工につきましては、レース用部品の売上が増加したことにより、売上高は680,590千円と前年同期

と比べ150,876千円の増加（前年同期比28.5％増）となりました。

(c)ユニット製品

　ユニット製品につきましては、半導体製造装置の生産設備や自動車生産設備の増強案件に対応したことでス

テージ製品の売上が増加してきたことに加え、中国市場における医療用分析機器及び情報通信機器の製造装置

向けに球面軸受の売上が増加してきたことにより、売上高は198,756千円と前年同期と比べ9,858千円の増加

（前年同期比5.2％増）となりました。
 

b．財政状態

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末と比べ375,876千円減少し、5,007,569千円となりました。

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末と比べ176,109千円減少し、2,188,933千円となりました。

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末と比べ199,766千円減少し、2,818,636千円となりました。
 

②　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、559,165千円となり、前連結会計

年度末と比べ325,746千円の減少となりました。

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は183,386千円（前連結会計年度は166,302千円の収入）となりました。これは主

に、減価償却費183,171千円及び株主優待引当金60,633千円による増加があったものの、手形等の決済期間を60

日以内に短縮する国の方針により、仕入債務が315,021千円減少し、加えて税金等調整前当期純損失189,790千円

により資金が減少したことによるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は51,723千円(前連結会計年度は322,712千円の支出)となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出23,577千円により資金が減少したことによるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は99,475千円(前連結会計年度は171,656千円の収入)となりました。これは主

に、長期借入金による収入300,000千円による資金の増加に対し、長期借入金の返済による支出326,365千円によ

る資金が減少したことによるものであります。

 
③　生産、受注及び販売の実績

当社グループは、精密機器製造事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

 

a．生産実績

当連結会計年度における生産実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。

品目の名称 生産高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

直動機器 1,405,137 61.7 88.8

精密部品加工 680,590 29.9 128.5

ユニット製品 191,106 8.4 100.2

合計 2,276,834 100.0 98.9
 

(注) 金額は、販売価格によっております。
 

b．受注実績

当連結会計年度における受注実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。

品目の名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

直動機器 1,254,178 81.3 216,362 68.5

精密部品加工 653,349 112.2 60,199 70.5

ユニット製品 199,423 99.6 55,702 112.7

合計 2,106,950 90.6 332,263 73.8
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c．販売実績

当連結会計年度における販売実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。

品目の名称 販売高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

直動機器 1,365,679 60.8 85.8

精密部品加工 680,590 30.3 128.5

ユニット製品 198,756 8.9 105.2

合計 2,245,026 100.0 97.2
 

(注) 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

ＴＨＫ株式会社 1,327,181 57.4 1,173,380 52.3

ホンダグループ 494,781 21.4 616,726 27.5
 

 
(2)　経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①　財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

a．経営成績の分析

(売上高)

　当連結会計年度における売上高は2,245,026千円（前年同期比2.8％減）となり、前年同期と比べて65,374千円

減少いたしました。

品目別の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は以下のとおりであります。

(a)直動機器

　当連結会計年度の売上高は1,365,679千円と前年同期と比べ226,109千円の減少（前年同期比14.2％減）とな

りました。需要の回復が遅れや中国市場からの受注停滞が継続した事の影響を受け、売上高は減少しました。

直動機器のスマート生産体制を確立させ、生産設備投資を継続し生産増強を図り効率的な生産を行い原価低減

を推し進め、利益確保に努める所存であります。

(b)精密部品加工

当連結会計年度の売上高は680,590千円と前年同期と比べ150,876千円の増加（前年同期比28.5％増）となりま

した。レース用部品の売上が増加しました。顧客の要望に真摯に応え、品数が増加しても精密加工を短納期で

対応し、顧客と連携して自動車レースでも成果に貢献し、新たな製品の対応にも努めて参ります。

(c)ユニット製品

　当連結会計年度の売上高は198,756千円と前年同期と比べ9,858千円の増加（前年同期比5.2％増）となりま

した。精密位置決め製品では、中国市場の受注の停滞や、電子デバイス、液晶パネル等の生産設備投資の需要

回復が遅れておりますが、液晶貼合わせ・検査・測定器向け設備投資の需要に向け、顧客ニーズに合わせた製

品対応を継続し、様々な用途へ対応して参ります。
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(売上総利益)

　当連結会計年度における売上総利益は333,894千円（前年同期比5.7％増）となり、前連結会計年度と比べて

17,957千円増加いたしました。売上総利益率は前連結会計年度比1.2ポイント増加し、14.9％となりました。これ

は主に、減価償却方法の見直しによる減価償却費の減少や、その他の製造経費の減少により、売上総利益が増加

しております。

 

(営業損失)

　当連結会計年度における営業損失は121,495千円（前連結会計年度は158,653千円の損失）となりました。営業

利益率は前連結会計年度比1.5％増加し、マイナス5.4％となりました。

 

b．財政状態の分析

当連結会計年度における総資産は5,007,569千円となり、前連結会計年度末と比べ375,876千円の減少となりまし

た。主な要因は、現金及び預金325,746千円及び原材料及び貯蔵品108,789千円の減少によるものであります。

負債は、2,188,933千円となり、前連結会計年度末と比べ176,109千円の減少となりました。主な要因は、電子記

録債務245,602千円及び支払手形及び買掛金67,355千円の減少によるものであります。

純資産は、2,818,636千円となり、前連結会計年度末と比べ199,766千円の減少となりました。主な要因は、利益

剰余金209,699千円の減少によるものであります。その結果、当連結会計年度末における自己資本比率は56.3％とな

りました。

 

②　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当連結会計年度末におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　４　経営者による

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　（1）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フロー

の状況」に記載のとおりであります。

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、商品の仕入のほか、製造費、販管費及び一般管理費等の営業費

用であります。投資を目的とした資金需要は、設備投資の取得等によるものであります。これらの資金需要は自己

資金又は銀行借入により調達しております。
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③　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成して

おります。この連結財務諸表の作成に当たって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び

仮定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５ 経理の状況 １．

連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項 (重要な会計上の見積り)」に記載しておりますが、特に以下の会計

上の見積りが重要な影響を及ぼすものと考えております。

 
a.固定資産

当社グループは、拠点別品目別に独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として固定資産のグルーピ

ングを行っております。減損の兆候がある資産グループが識別された場合には、資産グループごとの中期経営計

画に基づき将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループごとの固定

資産の帳簿価額を下回る場合には、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て計上することとしております。また、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額によって

おります。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる中期経営計画の策定においては、過去のトレンド並びに

市場動向を踏まえた売上高、原材料及び人件費等の経費を主要な仮定としております。

これらの仮定は、将来の不確実な市場環境の変動によって影響を受ける可能性があり、実際の結果が見積りと

乖離した場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があります。

当連結会計年度においては、埼玉工場及び秋田工場の直動機器グループ並びにユニット製品グループ及び共用

資産を含む、より大きな単位である当社の固定資産において減損の兆候が生じたことから、これらの資産グルー

プについては主要な資産の経済的残存使用年数における将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッ

シュ・フローの総額と固定資産の帳簿価額を比較した結果、いずれの資産グループも割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額が固定資産の帳簿価額を上回っていることから、減損損失の計上は不要と判断しております。

 

b.繰延税金資産

繰延税金資産は、識別された将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金について、将来の税金負担額を軽減す

る効果を有すると認められる範囲内で認識しております。

当社グループは、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）による企

業分類に従って、将来減算一時差異及び将来加算一時差異のスケジューリング並びに将来の一時差異等加減算前

課税所得の見積額等を検討し、当社及び連結子会社ごとに繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

将来の課税所得の発生時期及び金額は、中期経営計画を基礎として合理的に見積っており、当該中期経営計画

は、過去のトレンド並びに市場の動向を踏まえた売上高、材料費及び人件費等の経費を主要な仮定としておりま

す。これらの仮定は、将来の不確実な市場環境の変動によって影響を受ける可能性があり、実際の課税所得の発

生金額と時期が異なる場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

５ 【重要な契約等】

当社は、主要取引先と以下の契約を締結しております。

契約先 契約 契約内容 契約期間

ＴＨＫ株式会社 取引基本契約 製品等の取引に関する契約
自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

本田技研工業株式会社 部品取引基本契約 部品等の取引に関する契約
自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

 

(注)  上記契約については１年毎の更新となっております。
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６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、技術部門が中心となり、営業・技術・製造の三位一体でＤＲ(注)活動を進め、主

に、主力製品である直動機器及びユニット製品等の技術を応用した製品開発を進めて参りました。

当連結会計年度における主な研究開発項目は以下のとおりであり、研究開発費の総額は6,519千円であります。

(注)デザインレビューの略称・・・開発における成果物を複数の人でチェックする設計審査をいう。

 
(直動機器)

・新機構リニアボールブッシュの増産に向けた取り組み

 
(ユニット製品)

・直動機器を応用したユニット製品の開発
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第３ 【設備の状況】

　

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度におきましては、将来を見据えた内製化強化のための先行投資や、生産体制維持のための設備投

資を行い、実施した設備投資の総額は建設仮勘定を除き、リースを含めて123,950千円となりました。その内訳は、

機械装置及び運搬具の取得3,341千円、工具、器具及び備品の取得5,087千円、リース資産の取得115,522千円であり

ます。なお、設備の除却等については重要なものはありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1)　提出会社

当社は、国内に２ヶ所の工場を運営しております。

2025年３月31日現在

事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)建物及び

構築物

機械装置及

び　運搬具

土地

(面積㎡)
リース資産

工具、器具

及び備品
合計

本社・埼玉工場

(埼玉県川越市)

本社機能

生産設備
502,864 351,072

779,083

(16,677)
241,368 20,878 1,895,267

 
59(29)

秋田工場

(秋田県秋田市)
生産設備 76,785 73,248

129,883

(36,292)
96,919 5,983 382,819

 
31(20)

 

(注) １．帳簿価額には建設仮勘定は含んでおりません。

２．従業員数の(  )は、臨時雇用者数(パートタイマー等)を外書しております。

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称
数量
(台)

リース期間
(年)

年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

機械装置及び運搬具 17 ２～10 43,451 332,582

工具、器具及び備品 ５ ５ 7,359 15,326
 

　

(2)　在外子会社

2024年12月31日現在

会社名 所在地
設備の

内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)建物及び

構築物

機械装置及び

運搬具

土地

(面積㎡)
リース資産

工具、器具

及び備品
合計

赫菲(上海)

軸承商貿

有限公司

中華人民

共和国

上海市

販売業務

生産設備
― ―

―

(―)
― 3,056 3,056

6

(―)

 

(注) １．帳簿価額には建設仮勘定は含んでおりません。

２．従業員数の(  )は、臨時雇用者数(パートタイマー等)を外書しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)　重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
投資予定額
(千円)

資金調達方法 設備投資の目的

提出会社
本社・埼玉工場
（埼玉県川越市）

生産設備等 52,988 自己資金及び借入金 製品品質向上他

提出会社
秋田工場

（秋田県秋田市）
生産設備等 79,000 自己資金及び借入金 生産能力の増強他

 

 

 

(2)　重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,720,000

計 18,720,000
 

　
② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2025年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年６月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,316,700 6,316,700
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数 100株

計 6,316,700 6,316,700 ― ―
 

　
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
　

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年７月30日(注) 71,700 6,316,700 15,057 732,552 15,057 679,512
 

(注)　2018年７月13日開催の取締役会決議により、譲渡制限付株式報酬として、2018年７月30日付で

新株式を71,700株発行したため、発行済株式総数が71,700株、資本金及び資本準備金がそれぞれ

15,057千円増加しております。
 

(5) 【所有者別状況】

2025年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 1 10 73 10 39 20,077 20,210 ―

所有株式数
(単元)

― 39 311 1,194 171 76 61,341 63,132 3,500

所有株式数
の割合(％)

― 0.06 0.49 1.89 0.27 0.12 97.17 100.00 ―
 

(注) 自己株式78,784株は、「個人その他」に787単元及び「単元未満株式の状況」に84株を含めて記載しておりま

す。
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(6) 【大株主の状況】

2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

尾　崎　浩　太 東京都世田谷区 1,299 20.83

尾　崎　文　彦 埼玉県川越市 1,188 19.05

小　川　由　晃 和歌山県和歌山市 103 1.65

岸　本　　　清 神奈川県鎌倉市 75 1.22

三　浦　美保子 愛知県刈谷市 70 1.13

高　水　永　夫 東京都西多摩郡瑞穂町 67 1.07

南　　　秀　嗣 東京都品川区 57 0.91

ＴＨＫ株式会社 東京都港区芝浦２丁目１２番１０号 50 0.80

ヒーハイスト社員持株会 埼玉県川越市大字今福５８０－１ 44 0.71

尾　崎　沙　織 東京都世田谷区 21 0.34

計 ― 2,976 47.72
 

（注）１．持株比率は自己株式（78,784株）を控除して計算しております。

２．持株比率は小数点第３位を四捨五入して表示しております。

３．当社は、自己株式を78,784株保有しておりますが、上記大株主から除いております。

 
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 78,700
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,234,500
 

62,345 ―

単元未満株式 普通株式 3,500
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 6,316,700 ― ―

総株主の議決権 ― 62,345 ―
 

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式84株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ヒーハイスト株式会社

埼玉県川越市今福580番地１ 78,700 ― 78,700 1.25

計 ― 78,700 ― 78,700 1.25
 

(注)　単元未満株式84株は自己名義所有株式数に含まれておりません。
 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得
 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 78,784 　　　　　　　― 78,784 　　　　　　　―
 

(注)　当期間における保有自己株式には、2025年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
 

３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つと認識し、将来の事業展開と経営体質の強化のため

に必要な内部留保を確保しつつ、配当を行うことを基本方針としております。

また、内部留保資金につきましては、財務体質の強化及び将来にわたる安定した株主利益の確保のため、事業の拡

大・合理化投資及び厳しい経営環境に勝ち残るための新技術・新工法開発のために有効活用していきたいと考えてお

ります。

このような方針のもと、当事業年度末の配当金については、2025年６月26日開催予定の定時株主総会にて、１株当

たり１円の普通配当を決議する予定であります。

次期の配当につきましては、１株当たり年間２円とする予定です。
 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

2025年６月26日
定時株主総会決議予定

6,237 1.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、企業理念である「義の心」に基づき、創業以来、固有技術と独自性を生かして「価値の創

造」に努めて参りました。この事業活動を通じて社会的課題の解決に貢献し、株主の皆様をはじめとする全ての

ステークホルダーから信頼されることが、事業活動において不可欠であると認識しております。

　また、コーポレート・ガバナンスを強化し充実させることは、経営上の重要課題であると考えており、公正か

つ透明性のある経営基盤の強化を図り、的確な意思決定と迅速な業務執行を行う様に努めております。

　当社は、株主の皆様をはじめとする全てのステークホルダーと良好な関係を築き、持続的に企業価値を向上さ

せるためコーポレート・ガバナンスの実効性を高め、その体制を構築し、誠実な経営に取り組みます。 

　

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は監査役制度を採用しており、取締役会及び監査役会を設置し、毎月の取締役会等の重要会議で情報を共

有化するなど、企業の統治体制を確保しております。さらに、経営判断を迅速かつ適切に行えるよう、取締役及

び監査役並びにその他検討事項に応じて責任者が出席する経営会議を毎月１回開催しております。　　　

　当社の取締役会は、本報告書提出日時点で５名の取締役で構成されており、独立性を確保した社外取締役１名

を含むことにより、経営に対する透明性を確保しております。迅速かつ的確な経営判断がなされるよう、毎月１

回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催し重要事項を決定しております。当社の取締役

会の構成員は、代表取締役社長尾崎浩太氏、専務取締役尾崎文彦氏、常務取締役福留弘人氏、取締役佐々木宏行

氏、及び社外取締役天野雅人氏であります。

　当社の監査役会は３名で構成されており、独立性を確保した社外監査役を２名とすることにより、透明性を確

保し、経営に対する監視・監査機能を果たしております。原則毎月１回の監査役会を開催するほか、定期的・網

羅的に監査を実施するとともに取締役会をはじめとする重要会議に出席することで牽制を図っております。当社

の監査役会の構成員は、常勤監査役荒井寿晃氏、社外監査役上條弘氏、及び社外監査役菅野浩正氏であります。
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③　企業統治に関するその他の事項

取締役会においては、法令で定めた事項や経営に関する事項を決定するとともに、業務の執行状況を監督し

ております。監査役は取締役会に出席し、独立した立場から取締役の職務の執行を監査しております。また、

経営会議においては、経営計画の執行状況や各部門から状況報告がなされ、その状況について十分な検討を行

い、迅速かつ戦略的な意思決定を行っております。

当社グループは、全ての役員及び従業員が適正な業務執行を行うための体制を整備し、運用していくことが

重要な経営の責務であると認識しております。このような考えのもと、以下のとおり、内部統制システムを整

備しております。

(a) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、「企業倫理綱領」にＣＳＲ（企業の社会的責任）を規定するとともに「ヒーハイストＣＳＲ活動

方針」を策定しており、法令及び定款、社会的規範を遵守しております。　

ＣＳＲを果たすために「ヒーハイスト企業行動憲章」を制定し、全従業員に周知徹底しております。ま

た、方針に“反社会的勢力及び団体には、毅然たる態度で対応します”と定めており、全従業員に周知徹底

しております。さらに、当社が社会における良き企業市民として、経済的・環境的・社会的な各側面に配慮

して事業活動を行い、様々なステークホルダーとより良い信頼関係を構築し、社会及び企業の持続可能な発

展を追求するため、「ヒーハイストＣＳＲ活動方針」を制定しております。

また、「コンプライアンス規程」で、コンプライアンスを推進するための体制を明確にし、法令やその他

ルールの遵守を規定しております。さらに、内部統制事務局を設置し、組織を通じて全従業員に周知徹底し

ております。

加えて、「企業倫理ヘルプライン規程」を制定し、法令違反や不正に対する内部通報の体制を構築するこ

とで、コンプライアンス経営の強化を図っております。また、弁護士と顧問契約を締結し、外部通報の窓口

とすることで、迅速かつ効率的な対応が可能な体制を整備しております。
　

(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役会の議事録及び取締役会の職務執行に係る情報、その他稟議書等の社内文書は、「取締役

会規程」及び「文書管理規程」の定めにより適切に作成・保存し、取締役及び監査役が確実かつ速やかに検

索・閲覧可能な状態で保管・管理しております。
　

(c) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

様々なリスクを想定して「リスクマネジメント基本規程」を制定しております。法的リスク、財務リス

ク、人的リスク、社会的・信用上のリスクなどに対応できるよう、想定されるリスクを抽出し、リスクマネ

ジメントを推進することで、不測の事態に備えております。また、「危機管理基本規程」により、リスク管

理体制を構築し、重大なリスクへの迅速かつ適切な対応を図っております。

リスクマネジメント・コンプライアンス委員会を組織し、万が一の不測事態が発生した際にすぐに招集す

る体制を構築しております。

労働災害を未然に防止するため、「安全衛生管理規程」を制定し、安全衛生管理組織を構築することで、

労働災害の発生を抑制するための活動を実施しております。また、万が一事故が発生した際に、「事故処理

規程」に従い、適切な処理を図るような体制を構築しております。

ＩＴ資産及び無形資産を保護するため、「情報システム管理規程」及び「情報セキュリティ基本規程」を

制定し、情報の流出や損壊及び滅失を防止する体制を構築しております。

製品品質の適正性を確保するため、「ISO9001品質マネジメントシステム」の認証を取得し、品質保証体制

を構築し、製品不具合の発生及び流出を未然に防止する活動を実施しております。
　

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

「取締役会規程」に基づいて、毎月１回の定時取締役会を開催し、法的事項、重要業務事項を決議事項と

し、効率的に決定しております。また、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速に決議しております。

さらに、経営会議を毎月１回開催しており、取締役、監査役及び業務責任者も参加し、業務の執行に関す

る事項を決定しております。

「職務権限規程」で執行役員以下従業員の権限委譲の基準を明確にし、重要事項は取締役の決裁、取締役

会の決議としております。稟議書は発行基準を明確にし、全取締役により確認され、監査役のチェックを経

て執行可否を決定する体制をとっております。
 

(e) 従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
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従業員は、「企業倫理綱領」、「ヒーハイスト企業行動憲章」、「ヒーハイストＣＳＲ活動方針」及び

「コンプライアンス規程」に従い、法令や社会的規範を遵守しております。　

「職務権限規程」に基づいて、執行役員以下従業員の職務権限を規定し、従業員が決裁できる範囲を明確

にしております。従業員の権限の範囲を超える案件につきましては、稟議書の決裁、取締役会決議としてお

ります。

また、内部監査室を設置し、「内部統制基本方針書」に従って内部統制システムが適正に運用されている

かをチェックし、有効性を確保する体制を構築しております。さらに、内部監査の結果を取締役会に報告す

ることを義務付けております。
　

(f) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

「関係会社管理規程」により、子会社の責任者は必要に応じて親会社の重要会議などで報告することを

定めております。

　ロ．子会社の損失の危機管理に関する規程その他の体制

「リスクマネジメント基本規程」及び「危機管理基本規程」により、リスク分類ごとの売上損失、財産

損失、賠償責任負担、人的損失、企業イメージ損失等に関するリスク管理体制を整備しております。

　ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社の組織体制を明確にしていることに加え、親会社でも子会社業務をサポートする体制を構築して

おります。

　ニ．子会社の取締役会等及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

子会社における規律は、親会社の各規程に準じております。また、親会社は子会社の財務・業務の情報

収集及び管理をしております。さらに、子会社の内部統制システムが適正に運用されているかのチェック

を図り、法令や定款に適合しているかを確認し、定期的に改善を促しております。

「監査役監査基準」及び「内部統制システムに係る監査の実施基準」に子会社に対する監査項目を規定

し、子会社の業務監査を実施しております。
　

(g) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する従業員を置くこととしております。
　

(h) 監査役の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性に関する事項

　　監査役を補助する従業員の人事異動、人事評価及び懲戒処分については、監査役会の意見を尊重した上で

行うものとし、取締役から独立性を確保するものとしております。
　

(i) 監査役の職務を補助すべき従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

「監査役監査基準」及び「内部統制システムに係る監査の実施基準」により、監査役は監査の実効性を高

め、かつ、監査職務を円滑に執行するため、取締役から独立した従業員に対する指示の実効性を確保してお

ります。
 

(j) 次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制

　イ．取締役及び従業員が監査役に報告するための体制

「監査役会規程」及び「監査役監査基準」並びに「内部統制システムに係る監査の実施基準」に基づい

て、取締役や従業員が監査役に報告をし、監査役からも必要に応じて報告を求める体制をとっておりま

す。また、監査役会を毎月１回開催し、意見交換及び監査方針を定めております。

監査役は会計監査人と定期的に会合し、監査に関する情報交換をして情報の共有化を図っております。

監査役は内部監査室と定期的に会合し、内部監査室から内部統制の調査結果を報告する体制をとってお

ります。また、必要に応じて監査方針を定め、内部監査室と協力体制で業務の適正を監査しております。

監査役は取締役会や経営会議などの重要会議に出席し、取締役や執行役員から必要に応じて報告を受け

る体制をとっております。また、監査役は必要に応じて意見を述べることなどで業務の適正を監査する体

制をとっております。

ロ．当社の子会社の取締役、監査役、執行役員、業務を執行する従業員等から報告を受けた者が監査役に報

告するための体制

「関係会社管理規程」及び「監査役監査基準」により、重要事項が発生した場合は、子会社の従業員等

からの報告を受けた取締役及び執行役員は毎月の取締役会及び監査役会に業務報告をしております。
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(k) 監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための

体制

当社は企業倫理に従い、健全で透明性のある企業体制を整備しております。そのため、監査役に報告をし

た者が、不利な取扱いを受けないことを確保するための体制をとっております。
　

(l) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法に基づく費用の前払い等の請求をしたと

きは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと

認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。また、監査役の職務の執行について生ず

る費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設けております。
　

(m) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は３名で組織し（うち２名は社外監査役）、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」並びに

「内部統制システムに係る監査の実施基準」に従って監査を実施し、毎月開催する監査役会で監査報告及び

意見交換を行っております。

監査役は、発行された稟議書を全てチェックし、必要に応じて意見を述べ、取締役や従業員に質疑をする

ことで、稟議に対して牽制を図っております。
　

④　取締役会の活動状況

当該事業年度において当社は取締役会を月１回開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催しており

ます。個々の取締役の出席状況については次のとおりであります。

役職名と氏名
取締役会

開催回数
出席回数

代表取締役社長　　　　                                 尾崎　浩太 16 16

専務取締役執行役員営業部担当　　                       尾崎　文彦 16 16

常務取締役執行役員技術・製造担当兼生産技術部長兼ＰＭＯ　福留　弘人 16 15

取締役執行役員製造部長                                 菜花　有三 5 5

取締役執行役員管理部長　　　　                         佐々木　宏行 16 16

社外取締役　　　　　                                 　天野　雅人 16 16
 

（注）菜花有三氏は、2024年６月26日開催の定時株主総会の終結の時をもって取締役を退任しておりますの

で、　　　退任までの期間に開催された取締役会の出席状況を記載しております。

 
取締役会における具体的な検討内容は、以下のとおりであります。

(a) ガバナンスに関する主な検討内容

組織変更、内部統制に関する計画と評価報告、ＣＳＲ活動方針、規程類の新設と改訂

 
(b) 経営戦略に関する主な検討内容

中期経営計画、決算に関する事項、人事・組織に関する事項、開示に関する事項、株主優待制度の新設、海

外取引先との契約、利益率が低い形番のスクラップ・アンド・ビルド、取締役会規程等の定めに基づき付議さ

れた事項

 
(c) 資本政策に関する主な検討内容

資金調達

 
⑤　取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨を定款に定めております。
 

⑥　責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役を除く）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており、会社法及び定款に従って契
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約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としておりま

す。

なお、当該責任限定が認められるのは、取締役（業務執行取締役を除く）及び監査役が責任の原因となった職

務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
 

⑦　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議について

は、累積投票によらない旨も定款に定めております。

 
⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

a 自己株式の取得

当社は、資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行のため、会社法第165条第２項に基づ

き、取締役会決議によって市場取引等により自己株式の取得を可能とする旨を定款に定めております。
 

b 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項に基づき、取締役会の決議によって中

間配当を行うことができる旨を定款に定めております。
 

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性8名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

社長
尾崎　浩太 1965年２月26日生

1988年５月 当社取締役

2000年８月 取締役総務部長

2001年７月 専務取締役総務部長

2002年４月 専務取締役管理部長

2003年４月 専務取締役管理部担当

2005年４月 代表取締役社長管理部担当兼技術部担当

2012年６月 代表取締役社長管理部担当

2020年６月 代表取締役社長(現任)

(注)４ 1,299

専務取締役

営業部担当
尾崎　文彦 1969年８月２日生

1997年２月 当社入社

2005年11月 製造部長

2006年６月 取締役製造部長

2007年４月 取締役営業部長

2009年６月 専務取締役営業部長

2010年７月 専務取締役執行役員営業部長

2024年10月 専務取締役執行役員営業部担当(現任)

(注)４ 1,188

常務取締役

技術・製造担当

兼生産技術部長

兼ＰＭＯ

福留　弘人 1967年１月29日生

1991年４月 帝国ピストンリング株式会社(現ＴＰＲ株式
会社)入社

2006年11月 当社技術顧問

2012年６月 取締役執行役員技術部長兼製造部担当

2015年１月 常務取締役執行役員技術部長兼製造部担当

兼ＰＭＯ

2017年６月 常務取締役執行役員技術部長兼ＰＭＯ

2021年４月 常務取締役執行役員技術部門長兼ＰＭＯ

2023年８月 当社常務取締役執行役員技術・製造担当
兼生産技術部長兼ＰＭＯ（現任）

(注)４ 7

取締役

管理部長
佐々木　宏行 1969年１月19日生

2002年７月 当社入社

2010年４月 管理部長

2010年７月 執行役員管理部長

2020年６月 取締役執行役員管理部長(現任)

(注)４ 8

取締役 天野　雅人 1968年３月31日生

1996年９月 株式会社フリーベアコーポレーション入社

2003年11月 同社取締役東京支店長

2007年12月 同社常務取締役

2011年11月 同社代表取締役社長(現任)

2013年12月 株式会社フォーサイトコーポレーション取締
役(現任)

2015年６月 当社取締役(現任)

(注)４ 2

常勤監査役 荒井　寿晃 1971年５月１日生

2001年２月 当社入社

2010年７月 管理部経理課長

2015年６月 常勤監査役(現任)

(注)５ 4

監査役 上條　　弘 1952年１月30日生

1974年４月 株式会社三和銀行(現株式会社三菱UFJ銀行)
入行

1990年２月 株式会社エニックス(現株式会社スクウェ
ア・エニックス・ホールディングス)入社

1990年６月 同社取締役

1994年10月 東京リスクマチック株式会社入社

1995年７月 日本合同ファイナンス株式会社

(現ジャフコ グループ株式会社)入社

2012年６月 当社監査役(現任)

2017年６月 株式会社エーアイ社外取締役(監査等委員)

(注)６ ―

監査役 菅野　浩正 1953年９月９日生

1976年４月 新日本証券株式会社(現みずほ証券株式会
社)入社

2001年６月 同社企業開発第三部長

2005年４月 株式会社新光総合研究所(現株式会社日本投
資環境研究所)ＩＲ第二部長

2009年１月 同社ＩＲコンサルティング部長

2010年９月 みずほ証券株式会社　国内営業部門ビジネ
ス開発部　シニアマネージャー

2013年２月 株式会社マイスター６０　企業開発部長(現
任)

2013年３月 日本ガーター株式会社(現ワイエイシイガー

ター株式会社)社外監査役

2015年６月 当社監査役(現任)

2015年11月 レイ法律事務所顧問(現任)

(注)５ 10

計 2,518
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(注) １．専務取締役 尾崎文彦氏は、代表取締役社長 尾崎浩太氏の弟であります。
２．取締役 天野雅人氏は、社外取締役であります。
３．監査役 上條弘氏及び菅野浩正氏は、社外監査役であります。
４．取締役 尾崎浩太氏、尾崎文彦氏、福留弘人氏、佐々木宏行氏、天野雅人氏の任期は、2024年３月期に係る

定時株主総会終結の時から2026年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
５．監査役 荒井寿晃氏及び菅野浩正氏の任期は、2023年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027年３月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。
６．監査役 上條弘氏の任期は、2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。
７．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を2010年７月１日よ

り導入しております。
執行役員は３名で、専務取締役営業部担当 尾崎文彦氏、常務取締役技術・製造担当兼生産技術部長兼ＰＭ
Ｏ 福留弘人氏、
取締役管理部長 佐々木宏行氏で構成されております。

 

②　社外役員の状況

当社の社外取締役は１名であり、独立的な立場で業務監督及び業務改善の助言等を行っております。また、

社外監査役は２名であり、独立的な立場で監査及び業務改善の助言等を行っております。社外取締役及び社外

監査役は取締役会及びその他重要な会議に参加し、取締役及び執行役員などからの報告に対して意見を述べて

おります。
 

(a) 会社と社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

社外取締役天野雅人氏並びに社外監査役上條弘及び菅野浩正の両氏と当社は、人的関係、資本的関係又は

取引関係その他の利害関係はありません。
　

(b) 社外取締役及び社外監査役が会社の企業統治において果たす機能及び役割

社外取締役天野雅人氏並びに社外監査役上條弘及び菅野浩正の両氏は、それぞれ、会社経営及び財務会計

に関する知見を有しており経営会議、取締役会等において当社に対して有益な指摘・助言を行い充分な監査

機能を発揮しております。また、社外取締役天野雅人氏並びに社外監査役上條弘及び菅野浩正の両氏は、い

ずれも取引所制定の有価証券上場規程による独立役員の要件を満たしており、東京証券取引所に対する独立

役員の届出を行っており、社外取締役及び社外監査役としての独立性は確保されております。
　

(c) 社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する当社の考え方

社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準又は方針はありませんが、選任に当たっては証券取引所

の定める独立役員の独立性に関する事項を参考として、当社の経営に対して社外の視点から第三者的な監

視・助言が可能な経験や能力・資質を有する人材を選任しております。
　

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査人との相互連携並びに

内部統制部門との関係

社外取締役は、取締役会に出席し、内部監査室からの各種報告を受けるとともに、必要に応じて監査役等と

の連携を図ることで経営の監督を行う役割を担っております。

社外監査役は、独立性を持った中立的視点から、取締役会及びその他の重要な会議における取締役の職務執

行等に対する意見表明を行っております。また、常勤監査役と緊密に連携し、経営の監視に必要な情報を共有

しております。加えて、監査役会を通じて、会計監査人及び内部監査室と緊密な連携をとり、業務の適正性の

確保に努めております。
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(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

a.監査役会の構成人員と出席状況

当社における監査役会は、常勤監査役１名及び社外監査役２名からなり、当事業年度において当社は監査役

会を14回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであります。

役職名と氏名 経歴等
当事業年度の
監査役会出席率

常勤監査役
荒井　寿晃

当社内の経理関連部門で経理経験を有し、財務及び会計に関する
相当程度の知見を有しております。

100％
(14/14回)

社外監査役
上條　　弘

金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

100％
(14/14回)

社外監査役
菅野　浩正

金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

100％
(14/14回)

 

 

b.監査役会の主な活動内容と検討事項

監査役監査は、監査役が取締役会その他重要会議に出席するほか、取締役からの報告を聴取し、重要な決裁

書類を閲覧することにより、業務及び財産の状況を監査しております。

主な実施項目 実施内容 検討事項

業務監査
会社の事業計画、戦略等
に対する意思決定及び業
務執行状況の監査

①取締役会等の社内重要会議への出席や重要書類の閲覧等によ
り、取締役の業務執行状況を監査
②随時、取締役、役職者、会計監査人、内部監査室からの報告
聴取を通じて、業務執行状況を監査

会計監査

企業集団の棚卸資産、売
上債権等、会社財産に関
わる監査及び会計監査人
との連携

①棚卸資産、固定資産の適正な管理の状況
②売上債権の回収状況及び長期滞留在庫の管理状況
③子会社の運営状況及び会計監査の実施状況
④会計監査人と定期的な情報共有、KAMの意見交換

企業統治、
内部統制監査

会計監査人、内部監査室
などガバナンスや内部統
制機能を所管する部署と
の密接な連携

①企業集団の内部統制システムの体制整備と運用の状況
②輸出管理関連法規、労働関係法、下請法等の法令順守状況
③重要な経営リスクや不祥事の未然防止

 

常勤監査役の活動としては、年間の監査計画に基づき、当社及び連結子会社の監査を実施するとともに、経

営会議や委員会等への出席、内部監査室及び会計監査人との情報交換等を実施しています。

また、監査役会としては、常勤監査役からの活動報告、代表取締役・社外取締役との意見交換を実施するこ

とにより、取締役の職務執行状況を監査しております。
 

②　内部監査の状況

内部監査は、社長直轄の内部監査室(１名)を設置し、内部監査を実施、経営組織の整備状況、業務運営の準

拠性、効率性及び経営資料の正確性、妥当性を検討、評価しており、内部監査の結果については取締役会に報

告しております。

監査役と社長直轄の内部監査室との相互連携につきましては、内部監査室が監査した各部門の業務プロセス

の適正性及び経営の妥当性、効率性等について、内部監査室が監査役に随時報告することに加え、監査役会に

参加して内部監査報告をするなどで情報・意見の交換を行い、その実効性を高めるよう努めております。

また、内部監査室は会計監査人と四半期毎に定例会議を実施し、意見交換を行っております。
 

③　会計監査の状況

　(a) 監査法人の名称

太陽有限責任監査法人
 

　(b) 継続監査期間

　　　2011年以降
 

　(c) 業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員 業務執行社員 田尻　慶太

指定有限責任社員 業務執行社員 今井　裕之
 

(d) 監査業務に係る補助員の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、その他の補助者９名であり、監査役と会計監査人の

連携状況につきましては、監査役監査や会計監査人による法定監査を通じて定期的に、また、必要に応じて報

告、意見交換を行っております。
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(e) 監査法人の選定方針と理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査

計画における監査項目別、階層別監査時間の実績の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年

度の監査計画の妥当性を検討した結果、会計監査人の選定を行っております。なお、監査役会は、会計監査人

の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関

する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。また、監査役会

は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に

基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

なお、太陽有限責任監査法人は、金融庁から2023年12月26日付で契約の新規の締結に関する業務の停止３ケ

月（2024年１月１日から同年３月31日まで）の処分を受けております。

監査役会は、太陽有限責任監査法人から処分の内容及び業務改善計画の概要についての説明を受け、業務改

善に取り組み、金融庁に対する業務改善報告は終了していることを確認しております。また、当社監査実績を

踏まえ、業務遂行能力、監査体制、品質管理体制等について勘案した結果、職務を適切に遂行していることか

ら、太陽有限責任監査法人を会計監査人として選定することに問題ないと判断しております。
 

(f) 監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役及び監査役会は、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視、及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則

第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整

備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

 

④　監査報酬の内容等

(a)監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 22,000 ― 22,500 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 22,000 ― 22,500 ―
 

 

(b)監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬((a)を除く)

該当事項はありません。
 

(c)その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。
 

　　　　(d)監査報酬の決定方針

該当事項はありませんが、監査計画に基づく監査日数等を勘案し、協議により決定しております。
 

　　　　(e)監査役会が会計監査人の報酬に同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査

画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、

当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項

の同意を行っております。
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(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）を以下のよ

うに定めております。
 

イ．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益

と連動した報酬体系とし、以下の方針に基づいて決定します。

ａ．企業業績と企業価値の持続的な向上意欲を保持できる水準であること。

ｂ．社内外から優秀な人材の確保、維持が可能な水準であること。

ｃ．経営環境の変化や外部の客観的なデータ等を考慮し、世間水準及び経営内容に見合った水準であるこ

と。

ｄ．従業員給与とのバランスを勘案した水準であること。

ｅ．総額は、株主総会で決定した年間報酬限度額の範囲内で支給すること。

ｆ．個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすること。
 

ロ．報酬の内容

業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬としての賞与及び譲渡制限付株式で構

成します。ただし、監督機能を担う社外取締役、非常勤取締役については、基本報酬のみで構成します。ま

た、基本報酬、賞与の総額は株主総会で決定した報酬総額の限度内とし、譲渡制限付株式の総額は株主総会が

決定した譲渡制限付株式総額の限度内とします。
 

ハ．基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期又は条件の決定に関

する方針を含みます。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて外部専門機関の調査によ

る他社水準を参考として、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して取締役会にて

決定します。
 

ニ．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える

時期又は条件の決定に関する方針を含みます。)

業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績を反映した現金報酬とし、各事

業年度の連結営業利益の目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を賞与として毎年、一定の時期に支

給します。目標となる業績指標とその値は、中期経営計画と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の

変化に応じて役員の意見を踏まえた見直しを行うものとします。

非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株

主の皆様と共有することにより、株価上昇及び業績向上への意欲や士気を高めることを目的として付与するも

ので、報酬を与える時期及び条件は中期経営計画にて策定し、各役員の割当数は、役位を勘案して、取締役会

にて決定します。
 

ホ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の

決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企

業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成とし、取締

役会において検討を行います。取締役会（委任を受けた代表取締役社長）は役員の意見内容を尊重し、当該意

見で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定します。

なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等＝７：２：１とします

（100％達成の場合）。

(注)業績連動報酬等は、役員賞与であり、非金銭報酬等は、譲渡制限付株式であります。
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ヘ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任を受けるも

のとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配

分とします。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、役員に原案を諮問し意

見を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該意見の内容に従って決定をしなければならな

いこととします。なお、株式報酬は、役員の意見を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議しま

す。
 

ト．取締役及び監査役の報酬の額の決定に関する方針の決定方法

取締役報酬等の決定方針については取締役会の決議により、監査役報酬等の決定方針については監査役の協

議により決定します。
 

チ．当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理

由

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、独立社外取締役及び独立社外監査役も出席する取締役

会において原案について意見を求め、決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行い、その意見を尊重して

いることから、決定方針に沿うものであると判断します。
 

リ．監査役の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

監査役の報酬は、経営に対する独立性、客観性を重視する視点から基本報酬のみで構成され、各監査役の報

酬額は、監査役の協議によって決定します。

 
②　取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は、2000年９月26日開催の臨時株主総会において年額200,000千円以内（ただし、使用人兼

務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該臨時株主総会終結時点の取締役の員数は

５名です。また、当該金銭報酬とは別枠で、2018年６月27日開催の第56期定時株主総会において、譲渡制限付株式

報酬の額を年額50,000千円以内、株式の上限を年100,000株以内（社外取締役は付与対象外）と決議いただいており

ます。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は４名です。さらに、2021年６月25日開

催の第59期定時株主総会において、現物出資財産の給付を要することなく、上記の範囲内で譲渡制限付株式を割り

当てることを決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は５名

です。

監査役の金銭報酬の額は、2000年９月26日開催の臨時株主総会において年額20,000千円以内と決議いただいてお

ります。当該臨時株主総会終結時点の監査役の員数は１名です。

 
③　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長尾崎浩太氏が取締役の個人別の報酬額の具体的内

容を決定しております。

その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配分としてお

ります。

これらの権限を委任した理由は、当社の統括を行う経営の最高責任者としてリーダーシップを発揮してきた豊富

な経験と実績に基づき、役位、職責、在任年数に応じて外部専門機関の調査による他社水準を参考として、当社の

業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案出来ると判断したためであります。

取締役会は、当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう、役員に原案を諮問し意見を得るものとし、

当該意見の内容に従って決定をしなければならないとしており、株式報酬は、役員の意見を踏まえ、取締役会で取

締役個人別の割当株式数を決議すること等の措置を講じており、当該手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決定

されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。
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④　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役
(社外取締役を除く)

102,664 102,664 ― ― 5

監査役
(社外監査役を除く)

9,489 9,489 ― ― 1

社外役員 7,200 7,200 ― ― 3
 

(注) １．上記には、2024年６月26日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含んでおりま

す。

２．取締役の報酬等の総額には、従業員兼務取締役の従業員分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、2000年９月26日開催の臨時株主総会において年額200,000千円以内(ただし、従業員

分給与は含まない。)と決議いただいております。

　　　なお、当社は2018年６月27日開催の第56期定時株主総会において、取締役に対する譲渡制限付株式の付与

に関する報酬等の額は年額50,000千円以内と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、2000年９月26日開催の臨時株主総会において年額20,000千円以内と決議いただいて

おります。

 
⑤　役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式について、株式の価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的として保有する

株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式（政策保有株式）

に区分しております。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

1）保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　当社は、政策保有株式に関する社内基準を定めており、安定的な取引関係の維持等を政策保有の主な目的と

して、投資対象としての安定性等も総合的に勘案した上で、毎年、取締役会で保有の必要性及び合理性等を検

証しております。その結果、保有の意義が希薄と判断した株式は売却を検討し、縮減を図ることとしておりま

す。

 
2）銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数

（銘柄）

貸借対照表計上額の

合計額（千円）

非上場株式 ― ―

非上場株式以外の株式 2 1,620
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数

（銘柄）

貸借対照表計上額の

合計額（千円）
株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 1 363 継続的な取引関係の強化
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（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数

（銘柄）

貸借対照表計上額の

合計額（千円）

非上場株式 ― ―

非上場株式以外の株式 ― ―
 

 
3）特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果及び株式数が増加した理由

当社の株式の

保有の有無
株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額

（千円）

貸借対照表計上額

（千円）

日本トムソン㈱
2,586 2,586 保有目的は、取引関係の維持・強化のためであ

ります。
無

1,257 1,650

ＴＨＫ㈱
100 ― 保有目的は、取引関係の維持・強化のためであ

ります。
有

363 ―
 

 
　

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
 

④　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

日本トムソン㈱ 2,586 1,257
 

 
⑤　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

　

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。　

　

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。　

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2024年４月１日から2025年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2024年４月１日から2025年３月31日まで)の財務諸表について、太陽有限責任監査法

人による監査を受けております。

 
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準、適用指針、実務対

応報告等を入手しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 884,911 559,165

  受取手形及び売掛金 ※１、※４  256,322 ※１  215,773

  電子記録債権 ※４  481,453 459,847

  商品及び製品 261,837 443,933

  仕掛品 450,067 433,020

  原材料及び貯蔵品 365,644 256,855

  その他 28,809 25,919

  流動資産合計 2,729,047 2,394,514

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 2,064,599 2,064,599

    減価償却累計額 ※５  △1,432,719 ※５  △1,484,949

    建物及び構築物（純額） ※２  631,880 ※２  579,649

   機械装置及び運搬具 1,744,690 1,743,771

    減価償却累計額 ※５  △1,254,859 ※５  △1,319,451

    機械装置及び運搬具（純額） 489,831 424,320

   工具、器具及び備品 412,705 413,766

    減価償却累計額 ※５  △371,828 ※５  △383,847

    工具、器具及び備品（純額） 40,876 29,918

   土地 ※２  908,966 ※２  908,966

   リース資産 349,849 465,372

    減価償却累計額 ※５  △84,940 ※５  △127,083

    リース資産（純額） 264,909 338,288

   建設仮勘定 3,005 2,910

   有形固定資産合計 2,339,469 2,284,053

  無形固定資産 10,801 7,175

  投資その他の資産   

   保険積立金 248,790 276,538

   繰延税金資産 50,326 40,380

   その他 5,011 4,906

   投資その他の資産合計 304,128 321,825

  固定資産合計 2,654,398 2,613,055

 資産合計 5,383,445 5,007,569
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※４  155,388 88,033

  電子記録債務 ※４  393,396 147,794

  １年内償還予定の社債 ※２  23,000 7,000

  １年内返済予定の長期借入金 ※２  302,686 ※２  334,878

  リース債務 34,983 50,998

  未払法人税等 9,017 12,106

  賞与引当金 21,925 21,243

  株主優待引当金 － 60,633

  営業外電子記録債務 6,981 －

  その他 122,700 136,818

  流動負債合計 1,070,079 859,505

 固定負債   

  社債 15,000 8,000

  長期借入金 ※２  745,128 ※２  686,571

  リース債務 239,233 328,263

  役員退職慰労引当金 177,589 183,537

  退職給付に係る負債 106,010 108,655

  その他 12,000 14,400

  固定負債合計 1,294,962 1,329,427

 負債合計 2,365,042 2,188,933

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 732,552 732,552

  資本剰余金 701,432 701,432

  利益剰余金 1,568,722 1,359,023

  自己株式 △15,416 △15,416

  株主資本合計 2,987,291 2,777,591

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 199 △98

  為替換算調整勘定 30,912 41,142

  その他の包括利益累計額合計 31,112 41,044

 純資産合計 3,018,403 2,818,636

負債純資産合計 5,383,445 5,007,569
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

売上高 ※１  2,310,401 ※１  2,245,026

売上原価 ※２  1,994,464 ※２  1,911,132

売上総利益 315,937 333,894

販売費及び一般管理費 ※３,※４  474,590 ※３,※４  455,389

営業損失（△） △158,653 △121,495

営業外収益   

 受取利息 440 456

 受取配当金 49 48

 受取手数料 2,035 1,729

 補助金収入 263 170

 保険解約返戻金 2,613 1,764

 廃材売却収入 2,225 2,214

 為替差益 3,413 2,422

 その他 279 559

 営業外収益合計 11,321 9,367

営業外費用   

 支払利息 9,517 16,905

 株主優待引当金繰入額 － 60,633

 その他 121 115

 営業外費用合計 9,638 77,654

経常損失（△） △156,970 △189,781

特別利益   

 固定資産売却益 ※５  1,050 －

 特別利益合計 1,050 －

特別損失   

 固定資産除却損 ※６  190 ※６  8

 特別損失合計 190 8

税金等調整前当期純損失（△） △156,110 △189,790

法人税、住民税及び事業税 5,158 3,534

法人税等調整額 60,555 10,137

法人税等合計 65,714 13,671

当期純損失（△） △221,824 △203,461

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △221,824 △203,461
 

EDINET提出書類

ヒーハイスト株式会社(E01727)

有価証券報告書

43/96



【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当期純損失(△) △221,824 △203,461

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 108 △297

 為替換算調整勘定 6,505 10,230

 その他の包括利益合計 ※   6,614 ※   9,932

包括利益 △215,210 △193,529

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △215,210 △193,529
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

その他有価

証券評価

差額金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 732,552 691,468 1,796,810 △15,416 3,205,414 90 24,407 24,497 3,229,912

当期変動額          

譲渡制限付株式報酬  9,964   9,964    9,964

剰余金の配当   △6,262  △6,262    △6,262

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
  △221,824  △221,824    △221,824

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     108 6,505 6,614 6,614

当期変動額合計 ― 9,964 △228,087 ― △218,123 108 6,505 6,614 △211,508

当期末残高 732,552 701,432 1,568,722 △15,416 2,987,291 199 30,912 31,112 3,018,403
 

 

 当連結会計年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

その他有価

証券評価

差額金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 732,552 701,432 1,568,722 △15,416 2,987,291 199 30,912 31,112 3,018,403

当期変動額          

剰余金の配当   △6,237  △6,237    △6,237

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
  △203,461  △203,461    △203,461

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     △297 10,230 9,932 9,932

当期変動額合計 － － △209,699 － △209,699 △297 10,230 9,932 △199,766

当期末残高 732,552 701,432 1,359,023 △15,416 2,777,591 △98 41,142 41,044 2,818,636
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   
 税金等調整前当期純損失（△） △156,110 △189,790

 減価償却費 232,347 183,171

 株式報酬費用 13,250 －

 受取利息及び受取配当金 △490 △505

 補助金収入 △263 △170

 支払利息 9,517 16,905

 有形固定資産売却損益（△は益） △1,050 －

 有形固定資産除却損 190 8

 売上債権の増減額（△は増加） 25,252 63,949

 棚卸資産の増減額（△は増加） △146,170 △52,798

 仕入債務の増減額（△は減少） 108,549 △315,021

 賞与引当金の増減額（△は減少） △8,232 △824

 株主優待引当金の増減額（△は減少） － 60,633

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13,139 5,947

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,002 2,645

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 31,374 13,129

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 27,264 22,502

 その他 △3,060 25,680

 小計 149,509 △164,538

 利息及び配当金の受取額 490 505
 利息の支払額 △9,665 △17,050

 補助金の受取額 263 170

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 25,704 △2,473

 営業活動によるキャッシュ・フロー 166,302 △183,386

投資活動によるキャッシュ・フロー   
 有形固定資産の取得による支出 △290,034 △23,577

 有形固定資産の売却による収入 389 －

 無形固定資産の取得による支出 △6,450 －

 その他 △26,616 △28,146

 投資活動によるキャッシュ・フロー △322,712 △51,723

財務活動によるキャッシュ・フロー   
 短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 －

 長期借入れによる収入 500,000 300,000

 長期借入金の返済による支出 △223,967 △326,365

 社債の償還による支出 △23,000 △23,000

 リース債務の返済による支出 △25,129 △43,865

 配当金の支払額 △6,246 △6,245

 財務活動によるキャッシュ・フロー 171,656 △99,475

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,201 8,839

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 20,449 △325,746

現金及び現金同等物の期首残高 864,462 884,911

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  884,911 ※１  559,165
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。　

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社数             

  1社

連結子会社の名称

赫菲（上海）軸承商貿有限公司

　

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

赫菲（上海）軸承商貿有限公司の決算日は12月31日であり、連結決算日（３月31日）との差異が３ヶ月を超えない

ため、当該子会社の事業年度に係る財務諸表を使用しております。なお、１月１日から連結決算日３月31日までの期

間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　

４．会計方針に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　

②　棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

a 商品及び製品、仕掛品

総平均法（一部の商品及び製品、仕掛品は個別法)
　

b 原材料及び貯蔵品

月次総平均法

 
(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　（リース資産を除く）　

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～31年

機械装置及び運搬具  ２～12年
 

　

②　無形固定資産　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

　ソフトウエア（自社利用分） ５年（社内における利用可能期間）
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③　リース資産

ａ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

ｂ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
(3)　重要な引当金の計上基準

①　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上して

おります。

 
②　株主優待引当金

株主優待制度に基づく支出に備えるため、翌連結会計年度以降において発生すると見込まれる額を計上してお

ります。

 
③　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

 
(4)　退職給付に係る会計処理の方法

当社グループは、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
(5)　収益及び費用の計上基準

当社グループは、直動機器等の製造及び販売を行っております。顧客に対する履行義務は、顧客が発注した製品

等を引渡し、顧客によって検収が行われた時点で約束した財の支配が顧客に移転することから、当該時点において

履行義務が充足されると判断しております。ただし、国内におけるこれらの製品等の販売においては、当社グルー

プが出荷してから製品等の支配が顧客に移転する時までの期間は取引慣行から判断して通常の期間であることか

ら、当社グループにおいては、重要性等に関する代替的な取扱いを適用し、収益の認識時点を出荷時としておりま

す。

 
(6)　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

 
(7)　重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合には、振

当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約

　ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務等

③　ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象取引に関する重要な条件が同一であり、為替相場変動を完

全に相殺できると認められるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

 
(8)　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

(1)　固定資産の減損の要否の検討

①　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

有形固定資産 2,339,469 2,284,053

無形固定資産 10,801 7,175

合計 2,350,270 2,291,229
 

 
②　会計上の見積りの内容について連結財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

当社グループは、拠点別品目別に独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として固定資産のグルーピン

グを行っております。減損の兆候がある資産グループが識別された場合には、資産グループごとの中期経営計画に

基づき将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループごとの固定資産の

帳簿価額を下回る場合には、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上す

ることとしております。また、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額によっております。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる中期経営計画の策定においては、過去のトレンド並びに市

場の動向を踏まえた売上高、材料費及び人件費等の経費を主要な仮定としております。

これらの仮定は、将来の不確実な市場環境の変動によって影響を受ける可能性があり、実際の結果が見積りと乖

離した場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があります。

当連結会計年度においては、埼玉工場及び秋田工場の直動機器グループ、ユニット製品グループ及び共用資産を

含む、より大きな単位である当社の固定資産において減損の兆候が生じたことから、これらの資産グループについ

ては主要な資産の経済的残存使用年数における将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フロー

の総額と固定資産の帳簿価額を比較しました。その結果、いずれの資産グループも割引前将来キャッシュ・フロー

の総額が固定資産の帳簿価額を上回っていることから、減損損失の計上は不要と判断しております。

 
(2)　繰延税金資産の回収可能性

①　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

                                 　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

繰延税金資産 50,326 40,380
 

 
②　会計上の見積りの内容について連結財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

繰延税金資産は、識別された将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金について、将来の税金負担額を軽減する

効果を有すると認められる範囲内で認識しております。

当社グループは、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）による企業

分類に従って、将来減算一時差異及び将来加算一時差異のスケジューリング並びに将来の一時差異等加減算前課税

所得の見積額等を検討し、当社及び連結子会社ごとに繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

将来の課税所得の発生時期及び金額は、中期経営計画を基礎として合理的に見積っており、当該中期経営計画

は、過去のトレンド並びに市場の動向を踏まえた売上高、材料費及び人件費等の経費を主要な仮定としておりま

す。これらの仮定は、将来の不確実な市場環境の変動によって影響を受ける可能性があり、実際の課税所得の発生

金額と時期が異なる場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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(会計方針の変更)

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっ

ております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

　

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

当社は、従来、有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法）を採用しておりましたが、当連結会計年度の期首から定額法に変更しております。

当社グループでは、中期経営計画（2024年３月期～2027年３月期）に基づき、「スマート生産」「稼働率の平

準化」「直動機器の製品力強化」等の重点施策を実現するため、その一環として、設備投資を進めて参りまし

た。また、2023年５月には埼玉工場内に直動機器増産のための新工場Ａ棟を増設し、直動機器の生産体制が整い

ました。これを契機に、有形固定資産の使用実態を検証した結果、長期にわたり安定的な稼働が見込まれること

から、定額法により耐用年数にわたって均等に費用配分することが、有形固定資産の使用実態に即しており、よ

り経営実態を適切に反映するものと判断いたしました。

この結果、従来の方法によった場合と比べて、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純

損失はそれぞれ21,624千円減少しております。

 
(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）等

 
 （1）概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。
 

　　（2）適用予定日

2028年３月期の期首より適用予定であります。
 

 （3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。
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(連結貸借対照表関係)

※１　受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりであります。

 前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

受取手形 6,281千円 4,583千円

売掛金 250,041千円 211,190千円
 

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

建物 606,608千円 557,794千円

土地 908,966千円 908,966千円

計 1,515,574千円 1,466,760千円
 

　

 前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 129,696千円 167,714千円

１年内償還予定の社債 16,000千円 ―千円

長期借入金 319,898千円 333,506千円

計  
465,594千円

 
501,220千円

 

　

　３　当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。連結会
計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

 前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

当座貸越極度額の総額 600,000千円 600,000千円

借入実行残高 ―千円 ―千円

差引額 600,000千円 600,000千円
 

 
※４　期末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処

理しております。　
なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債

務が、前連結会計年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

受取手形 1,336千円 ―千円

電子記録債権 4,058千円 ―千円

支払手形 18,231千円 ―千円

電子記録債務 85,809千円 ―千円
 

 
※５　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。
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(連結損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解

した情報」に記載しております。

 
※２　期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

 113,327千円 163,050千円
 

　
※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

役員報酬 115,440千円 106,890千円

給料及び手当 73,021千円 76,113千円

賞与引当金繰入額 14,032千円 10,174千円

退職給付費用 2,134千円 2,394千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,139千円 12,464千円
 

　
※４　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。　

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

 11,375千円 6,519千円
 

　

※５　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

機械装置及び運搬具 1,050千円 ―千円
 

 

※６　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

機械装置及び運搬具 190千円 0千円

工具、器具及び備品 0千円 8千円

その他 0千円 ―千円

計 190千円 8千円
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(連結包括利益計算書関係)

※　　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

　

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金     

  当期発生額 236千円 △167千円

  組替調整額 ―千円 ―千円

   法人税等及び税効果調整前 236千円 △167千円

   法人税等及び税効果額 △127千円 △130千円

    その他有価証券評価差額金 108千円 △297千円

為替換算調整勘定     

  当期発生額 6,505千円 10,230千円

その他の包括利益合計 6,614千円 9,932千円
 

 
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,316,700 ― ― 6,316,700
 

 
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 53,984 24,800 ― 78,784
 

（変動事由の概要）

譲渡制限付株式の無償取得による自己株式の増加　24,800株

 
３．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 6,262 1.00 2023年３月31日 2023年６月29日
 

 
(2)　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 6,237 1.00 2024年３月31日 2024年６月27日
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当連結会計年度（自 2024年４月１日　至 2025年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,316,700 ― ― 6,316,700
 

 
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 78,784 ― ― 78,784
 

 
３．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 6,237 1.00 2024年３月31日 2024年６月27日
 

 
(2)　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2025年６月26日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定です。

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 6,237 1.00 2025年３月31日 2025年６月27日
 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び預金 884,911千円 559,165千円

現金及び現金同等物 884,911千円 559,165千円
 

 
２　　重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産及び債務の額

215,400千円 379,261千円
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(リース取引関係)

(借主側)

ファイナンス・リース取引

(1)　所有権移転ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

精密機器製造事業における生産設備(機械及び装置)であります。
 

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 
(2)　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

精密機器製造事業における生産設備(機械及び装置)及びＩＴ関連資産(工具、器具及び備品)であります。
 

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。
 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達

しております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクを回避する目的で利用することがあり

ますが、投機的な取引は行わない方針であります。
 

(2)　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクにさらされております。また、

海外取引から生じる輸出取引に係る外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクにさらされております。

投資有価証券は、主に株式であり、市場価格の変動リスクにさらされております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。　

借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金や設備投資など事業活動に必

要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で９年２ヶ月後であります。このうち、長期

借入金については金利変動のリスクにさらされております。
 

(3)　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、与信管理規程に従い取引先に対する与信管理及び債権の保全を行って

います。また、関係部署にて主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の売上債権管理に準じて同様の管理を

行っております。

②　市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

また、当社は外貨建ての営業債権について、月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物

為替予約を利用してヘッジしております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各社が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しておりま

す。
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(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。
 

(5)　信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち81.4％が特定の大口顧客に対するものであります。
 

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 
　前連結会計年度（2024年３月31日）

 

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1) 投資有価証券 1,650 1,650 ―

(2) 社債
　　　(１年内償還予定の社債を含む)

38,000 37,971 △28

(3) 長期借入金
　　　(１年内返済予定の長期借入金を含む)

1,047,814 1,046,232 △1,581

(4) リース債務
　　　(１年内返済予定のリース債務を含む)

274,217 294,476 20,258
 

　

(*) 現金及び預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、並びに営業外電

子記録債務については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省

略しております。

 

　当連結会計年度（2025年３月31日）

　

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1) 投資有価証券 1,620 1,620
―
 

(2) 社債
　　　(１年内償還予定の社債を含む)

15,000 14,982 △17

(3) 長期借入金
　　　(１年内返済予定の長期借入金を含む)

1,021,449 1,020,590 △858

(4) リース債務
　　　(１年内返済予定のリース債務を含む)

379,261 401,163 21,901
 

　

(*) 現金及び預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、並びに営業外電

子記録債務については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省

略しております。

 

　（注１） 金銭債権の連結決算日後の予定額

　　前連結会計年度（2024年３月31日）

　

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 884,911 ― ― ―

受取手形及び売掛金 256,322 ― ― ―

電子記録債権 481,453 ― ― ―

合計 1,622,687 ― ― ―
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　　当連結会計年度（2025年３月31日）

　

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 559,165 ― ― ―

受取手形及び売掛金 215,773 ― ― ―

電子記録債権 459,847 ― ― ―

合計 1,234,786 ― ― ―
 

　

　（注２） 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　　前連結会計年度（2024年３月31日）

　

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

社債 23,000 7,000 8,000 ― ― ―

長期借入金 302,686 274,206 226,884 174,846 65,032 4,160

リース債務 34,983 35,400 34,268 32,445 26,675 110,443

合計 360,669 316,606 269,152 207,291 91,707 114,603
 

 

　　　当連結会計年度（2025年３月31日）

　

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

社債 7,000 8,000 ― ― ― ―

長期借入金 334,878 287,556 235,518 125,704 36,513 1,280

リース債務 50,998 50,022 48,295 42,233 53,811 133,899

合計 392,876 345,578 283,813 167,937 90,324 135,179
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1)　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 1,650 ― ― 1,650

資産計 1,650 ― ― 1,650
 

 
当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 1,620 ― ― 1,620

資産計 1,620 ― ― 1,620
 

 
(2)　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債
(１年内償還予定の社債を含む)

― 37,971 ― 37,971

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

― 1,046,232 ― 1,046,232

リース債務
(１年内返済予定のリース債務を含む)

― 294,476 ― 294,476

負債計 ― 1,378,680 ― 1,378,680
 

 
当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債
(１年内償還予定の社債を含む)

― 14,982 ― 14,982

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

― 1,020,590 ― 1,020,590

リース債務
(１年内返済予定のリース債務を含む)

― 401,163 ― 401,163

負債計 ― 1,436,736 ― 1,436,736
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(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。

 
社債

　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
長期借入金及びリース債務

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

(有価証券関係)

１．その他有価証券

　前連結会計年度（2024年３月31日）

　

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 1,650 1,363 286

小計 1,650 1,363 286

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

　株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 1,650 1,363 286
 

 

　当連結会計年度（2025年３月31日）

　

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

　株式 1,620 1,761 △141

小計 1,620 1,761 △141

合計 1,620 1,761 △141
 

 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

　前連結会計年度（2024年３月31日）

該当事項はありません。

 
　当連結会計年度（2025年３月31日）

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度（2024年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（2025年３月31日）

該当事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前連結会計年度（2024年３月31日）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

為替予約等の
振当処理

為替予約取引     

　売建     

    人民元 売掛金 27,560 ― （注）
 

(注)為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理しています。その時価を含
めた当該売掛金の時価については、売掛金が短期間で決済され、時価が帳簿価額に近似するため、為替予約の振
当処理によるものに関する時価の記載を省略しています。

 
当連結会計年度（2025年３月31日）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

為替予約等の
振当処理

為替予約取引     

　売建     

    人民元 売掛金 32,314 ― （注）
 

(注)為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理しています。その時価を含
めた当該売掛金の時価については、売掛金が短期間で決済され、時価が帳簿価額に近似するため、為替予約の振
当処理によるものに関する時価の記載を省略しています。

 
(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、中小企業退職金共済制度を採用しております。連結子会社につきましては、該当事項はありません。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

　

２．確定給付制度

(1)　簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日）

　 退職給付に係る負債の期首残高 102,008千円 106,010千円

　　 退職給付費用 15,594千円 15,251千円

　　 退職給付の支払額 △6,896千円 △8,126千円

　　 制度への拠出額 △4,695千円 △4,480千円

　 退職給付に係る負債の期末残高 106,010千円 108,655千円
 

　

(2)　退職給付費用

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日）

　 簡便法で計算した退職給付費用 15,594千円 15,251千円
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(ストック・オプション等関係)

１．取締役の報酬等として株式を無償交付する取引のうち、事前交付型の内容、規模及びその変動状況

(1)　事前交付型の内容

 2021年事前交付型 2021年事前交付型

付与対象者の区分及び
人数（人）

当社取締役（社外取締役を除く）
 ５名

当社従業員 ９名

株式の種類別の付与された
株式数

普通株式　75,200 株 普通株式　24,800 株

付与日 2022年２月８日 2022年２月８日

対象勤務期間 2022年２月８日～2024年２月７日 2022年２月８日～2024年２月７日

権利確定条件

割当対象者が、譲渡制限期間中、継
続して、当社又は当社の子会社の取
締役、執行役、執行役員、監査役及
び従業員の地位にあったことを条件
とし、譲渡制限期間が満了した時点
をもって、本割当契約により割当て
を受けた当社の普通株式（以下「本
割当株式」といいます。）の全部に
つき、譲渡制限を解除する。ただ
し、当社の対象取締役が、当社又は
当社の子会社の取締役、執行役、執
行役員、監査役又は使用人のいずれ
の地位からも退任又は退職した場合
（死亡による退任又は退職を含みま
す。）には、当社の取締役会が正当
と認める理由がある場合、当該退任
又は退職の直後の時点（死亡による
退任又は退職の場合は、死亡後速や
かに取締役会が別途決定した時点）
をもって、当該退任又は退職時点で
保有する本割当株式につき、譲渡制
限を解除する。

割当対象者が、譲渡制限期間中、継
続して、当社の管理職の地位にあっ
たことを条件とし、譲渡制限期間が
満了した時点に、中期計画売上高等
の当社の取締役会があらかじめ定め
た業績目標を達成した場合、本割当
契約により割当てを受けた当社の普
通株式（以下「本割当株式」といい
ます。）の全部につき、譲渡制限を
解除する。ただし、当社又は当社の
子会社の使用人の地位からも退職し
た場合（死亡による退職を含みま
す。）には、当社の取締役会が正当
と認める理由がある場合、当該退職
の直後の時点（死亡による退職の場
合は、死亡後速やかに取締役会が別
途決定した時点）をもって、当該退
職時点で保有する本割当株式につ
き、譲渡制限を解除する。
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(2)　事前交付型規模及びその変動状況

①　費用計上額及び科目名

　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

販売費及び一般管理費の株式報酬費用 11,342 ―

売上原価の株式報酬費用 1,908 ―
 

 
②　株式数

当連結会計年度（2025年３月期）において、権利未確定株式数が存在した事前交付型を対象として記載して

おります。

 2021年事前交付型

前連結会計年度末（株） ―

付与（株） ―

没収（株） ―

権利確定（株） ―

未確定残（株） ―
 

 
③　単価情報

付与日における公正な評価単価（円） 318
 

 
２．公正な評価単価の見積方法

公正な評価額として、当社取締役会決議日の前営業日（2022年１月21日）の東京証券取引所における当社の普通株

式の終値としております。

 
３．権利確定株式数の見積方法

事前交付型は、基本的には、将来の没収数の合理的な見積りは困難であるため、実績の没収数のみ反映させる方法

を採用しております。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産    

  未払事業税等 3,428千円  4,277千円

  賞与引当金 6,091千円  6,091千円

 棚卸資産評価減 34,799千円  53,754千円

　退職給付に係る負債 32,290千円  34,071千円

　役員退職慰労引当金 54,093千円  57,557千円

　減価償却超過額及び減損損失 78,436千円  76,959千円

　その他有価証券評価差額金 ―千円  44千円

 資産に係る未実現損益 383千円  ―千円

　税務上の繰越欠損金 45,702千円  69,688千円

　その他 3,662千円  4,515千円

繰延税金資産小計 258,889千円  306,961千円

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注)２ △44,437千円  △60,533千円

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △160,489千円  △203,010千円

評価性引当額小計(注)１ △204,926千円  △263,543千円

繰延税金資産合計 53,963千円  43,417千円

　    

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △87千円  ―千円

　圧縮積立金 △3,549千円  △3,037千円

繰延税金負債合計 △3,636千円  △3,037千円

繰延税金資産純額 50,326千円  40,380千円
 

(注)１．前連結会計年度と比較して評価性引当額が58,616千円増加しております。この増加の主な内容は、当社におい

て、将来減算一時差異に係る評価性引当額及び税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額を追加的に認識したこ

とによるものであります。
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(注)２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
 （千円）

 ２年超
 ３年以内
 （千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
 （千円）

税務上の欠損金（a） ― ― ― ― ― 45,702  45,702

評価性引当額 ― ― ― ― ― △44,437 △44,437

繰延税金資産 ― ― ― ― ― 1,265 （b）1,265
 

（a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（b）税務上の繰越欠損金は45,702千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産1,265千円を計上してお

ります。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、将来の課税所得の見込みにより回収可能と判断

した部分については、評価性引当額を認識しておりません。

 
当連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
 （千円）

 ２年超
 ３年以内
 （千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
 （千円）

税務上の欠損金（a） ― ― ― ― 1,899 67,789 69,688

評価性引当額 ― ― ― ― ― △60,533 △60,533

繰延税金資産 ― ― ― ― 1,899 7,256 （b）9,155
 

（a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（b）税務上の繰越欠損金は69,688千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産9,155千円を計上してお

ります。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、将来の課税所得の見込みにより回収可能と判断

した部分については、評価性引当額を認識しておりません。

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前連結会計年度及び当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失であるため、注記を省略しております。

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日において国会で成立し、2026年４

月１日以後開始する連結会計年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更しております。

この変更により、当連結会計年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が7,529千円減少し、法人

税等調整額が7,529千円増加しております。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 直動機器 精密部品加工 ユニット製品 合計

日本 1,440,770 529,714 137,178 2,107,662

中国 147,819 ― 42,879 190,699

その他 3,198 ― 8,840 12,039

顧客との契約から生じる収益 1,591,788 529,714 188,898 2,310,401

その他の収益 ― ― ― ―

外部顧客への売上高 1,591,788 529,714 188,898 2,310,401
 

 
　　当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 直動機器 精密部品加工 ユニット製品 合計

日本 1,241,752 680,590 148,242 2,070,585

中国 121,528 ― 45,173 166,701

その他 2,398 ― 5,340 7,739

顧客との契約から生じる収益 1,365,679 680,590 198,756 2,245,026

その他の収益 ― ― ― ―

外部顧客への売上高 1,365,679 680,590 198,756 2,245,026
 

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「注記事項（連結財務諸表作成のための基礎となる重要な事項）４．会計

方針に関する事項」に記載のとおりであります。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1)　契約資産及び契約負債の残高等

該当する残高はありません。

 
(2)　残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末において、残存履行義務はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、精密機器製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

【関連情報】

当社グループは、精密機器製造事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：千円)

 直動機器 精密部品加工 ユニット製品 合計

外部顧客への売上高 1,591,788 529,714 188,898 2,310,401
 

 
２．地域ごとの情報

(1)　売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2)　有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高

ＴＨＫ株式会社 1,327,181

ホンダグループ 494,781
 

（注）当社は単一セグメントであるため関連するセグメント名の記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：千円)

 直動機器 精密部品加工 ユニット製品 合計

外部顧客への売上高 1,365,679 680,590 198,756 2,245,026
 

 
２．地域ごとの情報

(1)　売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2)　有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。
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３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高

ＴＨＫ株式会社 1,173,380

ホンダグループ 616,726
 

（注）当社は単一セグメントであるため関連するセグメント名の記載を省略しております。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

１株当たり純資産額 483.88円 451.86円

１株当たり当期純損失(△) △35.44円 △32.62円
 

(注)　１. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２. １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純損失(△)(千円) △221,824 △203,461

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純損失(△)(千円)

△221,824 △203,461

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,259 6,237
 

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 
会社名 銘柄

発行
年月日

当期首残高
 （千円）

当期末残高
 （千円）

利率
（％）

担保 償還期間

ヒーハイスト
株式会社

第１回
無担保社債

2019年
12月13日

22,000 15,000(7,000) 0.41 無担保社債
2026年
12月11日

　　 〃
第２回
無担保社債

2019年
12月30日

16,000 ―(―) ― 無担保社債 ―

合計 ― ― 38,000 15,000(7,000) ― ― ―
 

（注）１.「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。

　　　２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額

 １年以内
 （千円）

１年超２年以内
 （千円）

２年超３年以内
 （千円）

３年超４年以内
 （千円）

４年超５年以内
 （千円）

7,000 8,000 ― ― ―
 

 
　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 302,686 334,878 1.0 ―

１年以内に返済予定のリース債務 34,983 50,998 4.9 ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 745,128 686,571 1.0 2026年～2030年

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) 239,233 328,263 4.9 2026年～2034年

計 1,322,031 1,400,710 ― ―
 

(注) １. 「平均利率」については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。

２. 長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額の総額

 
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 287,556 235,518 125,704 36,513

リース債務 50,022 48,295 42,233 53,811
 

　

【資産除去債務明細表】

　　　　該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 (千円) 1,076,199 2,245,026

税金等調整前
中間(当期)純損失(△)

(千円) △74,876 △189,790

親会社株主に帰属する
中間(当期)純損失(△)

(千円) △58,526 △203,461

１株当たり
中間(当期)純損失(△)

(円) △9.38 △32.62
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 797,819 474,048

  受取手形 ※４  6,281 4,583

  電子記録債権 ※４  481,453 459,847

  売掛金 ※２  244,647 ※２  198,355

  商品及び製品 216,010 403,641

  仕掛品 450,067 433,020

  原材料及び貯蔵品 357,058 247,791

  前払費用 23,948 24,161

  その他 3,645 707

  流動資産合計 2,580,932 2,246,156

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,939,146 1,939,146

    減価償却累計額 △1,332,537 △1,381,351

    建物（純額） ※１  606,608 ※１  557,794

   構築物 125,453 125,453

    減価償却累計額 △100,181 △103,598

    構築物（純額） 25,271 21,854

   機械及び装置 1,729,949 1,729,030

    減価償却累計額 △1,247,107 △1,309,778

    機械及び装置（純額） 482,841 419,251

   車両運搬具 14,741 14,741

    減価償却累計額 △7,751 △9,672

    車両運搬具（純額） 6,989 5,069

   工具、器具及び備品 408,904 404,820

    減価償却累計額 △371,828 △377,958

    工具、器具及び備品（純額） 37,076 26,862

   土地 ※１  908,966 ※１  908,966

   リース資産 349,849 465,372

    減価償却累計額 △84,940 △127,083

    リース資産（純額） 264,909 338,288

   建設仮勘定 3,005 2,910

   有形固定資産合計 2,335,668 2,280,997

  無形固定資産   

   ソフトウエア 10,634 7,016

   その他 149 149

   無形固定資産合計 10,784 7,166
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,650 1,620

   関係会社株式 40,000 40,000

   保険積立金 248,790 276,538

   繰延税金資産 50,549 38,284

   その他 2,706 2,573

   投資その他の資産合計 343,695 359,016

  固定資産合計 2,690,148 2,647,180

 資産合計 5,271,080 4,893,337
 

 

EDINET提出書類

ヒーハイスト株式会社(E01727)

有価証券報告書

70/96



 

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※４  52,750 10,594

  電子記録債務 ※４  393,396 147,794

  買掛金 104,791 79,946

  １年内償還予定の社債 ※１  23,000 7,000

  １年内返済予定の長期借入金 ※１  302,686 ※１  334,878

  リース債務 34,983 50,998

  未払金 67,583 38,297

  未払費用 43,238 38,765

  未払法人税等 8,000 11,000

  未払消費税等 ― 54,659

  預り金 11,025 4,228

  賞与引当金 19,999 19,999

  株主優待引当金 ― 60,633

  営業外電子記録債務 6,981 ―

  その他 414 220

  流動負債合計 1,068,851 859,016

 固定負債   

  社債 15,000 8,000

  長期借入金 ※１  745,128 ※１  686,571

  リース債務 239,233 328,263

  退職給付引当金 106,010 108,655

  役員退職慰労引当金 177,589 183,537

  その他 12,000 14,400

  固定負債合計 1,294,962 1,329,427

 負債合計 2,363,814 2,188,443

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 732,552 732,552

  資本剰余金   

   資本準備金 679,512 679,512

   その他資本剰余金 21,920 21,920

   資本剰余金合計 701,432 701,432

  利益剰余金   

   利益準備金 10,000 10,000

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,130,000 1,130,000

    圧縮積立金 8,236 6,888

    繰越利益剰余金 340,262 139,535

   利益剰余金合計 1,488,498 1,286,423

  自己株式 △15,416 △15,416

  株主資本合計 2,907,067 2,704,992

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 199 △98

  評価・換算差額等合計 199 △98

 純資産合計 2,907,266 2,704,894

負債純資産合計 5,271,080 4,893,337
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

売上高 ※１  2,262,122 ※１  2,193,622

売上原価 ※１  1,973,822 ※１  1,877,861

売上総利益 288,299 315,761

販売費及び一般管理費 ※２  446,723 ※２  425,672

営業損失（△） △158,424 △109,910

営業外収益   

 受取利息 4 48

 受取配当金 49 2,193

 受取手数料 1,259 1,200

 補助金収入 263 112

 保険解約返戻金 2,613 1,764

 廃材売却収入 2,225 2,214

 為替差益 3,562 ―

 その他 279 555

 営業外収益合計 10,258 8,090

営業外費用   

 支払利息 9,378 16,812

 社債利息 138 92

 為替差損 ― 433

 株主優待引当金繰入額 ― 60,633

 その他 121 115

 営業外費用合計 9,638 78,088

経常損失（△) △157,803 △179,908

特別利益   

 固定資産売却益 ※３  1,050 ―

 特別利益合計 1,050 ―

特別損失   

 固定資産除却損 ※４  190 ※４  0

 特別損失合計 190 0

税引前当期純損失（△） △156,943 △179,908

法人税、住民税及び事業税 4,891 3,534

法人税等調整額 57,790 12,394

法人税等合計 62,682 15,929

当期純利益又は当期純損失（△） △219,625 △195,837
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ  材料費  574,170 27.7 606,347 29.4

Ⅱ  労務費  561,568 27.1 578,486 28.0

Ⅲ  経費 ※１ 936,743 45.2 878,753 42.6

当期製造費用  2,072,482 100.0 2,063,587 100.0

期首仕掛品棚卸高  428,507  450,067  

合計  2,500,989  2,513,655  

期末仕掛品棚卸高  450,067  433,020  

他勘定振替高 ※２ 33,538  17,057  

当期製品製造原価  2,017,382  2,063,577  
 

 

(注) ※１ 主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

外注加工費(千円) 418,721 451,319

減価償却費(千円) 211,034 162,920
 

 

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

販売促進費(千円) 1,807 413

研究開発費(千円) 11,375 6,519

業務費(千円) 5,480 7,434

その他(千円) 14,875 2,689

合計(千円) 33,538 17,057
 

 

（原価計算の方法）

原価計算の方法は、一部個別法による製品を除き、工程別総合原価計算によっております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金 圧縮積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 732,552 679,512 11,956 691,468 10,000 1,130,000 9,956 564,430 1,714,387

当期変動額          

譲渡制限付株式報酬   9,964 9,964      

剰余金の配当        △6,262 △6,262

当期純損失（△）        △219,625 △219,625

圧縮積立金の取崩       △1,720 1,720 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

         

当期変動額合計 ― ― 9,964 9,964 ― ― △1,720 △224,168 △225,888

当期末残高 732,552 679,512 21,920 701,432 10,000 1,130,000 8,236 340,262 1,488,498
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △15,416 3,122,992 90 90 3,123,082

当期変動額      

譲渡制限付株式報酬  9,964   9,964

剰余金の配当  △6,262   △6,262

当期純損失（△）  △219,625   △219,625

圧縮積立金の取崩  ―   ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  108 108 108

当期変動額合計 ― △215,924 108 108 △215,815

当期末残高 △15,416 2,907,067 199 199 2,907,266
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 当事業年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金 圧縮積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 732,552 679,512 21,920 701,432 10,000 1,130,000 8,236 340,262 1,488,498

当期変動額          

剰余金の配当        △6,237 △6,237

当期純損失（△）        △195,837 △195,837

圧縮積立金の取崩       △1,347 1,347 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

         

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― △1,347 △200,727 △202,075

当期末残高 732,552 679,512 21,920 701,432 10,000 1,130,000 6,888 139,535 1,286,423
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △15,416 2,907,067 199 199 2,907,266

当期変動額      

剰余金の配当  △6,237   △6,237

当期純損失（△）  △195,837   △195,837

圧縮積立金の取崩  ―   ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  △297 △297 △297

当期変動額合計 ― △202,075 △297 △297 △202,372

当期末残高 △15,416 2,704,992 △98 △98 2,704,894
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　

(2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

①　商品及び製品、仕掛品

総平均法(一部の商品及び製品、仕掛品は個別法)

②　原材料及び貯蔵品

月次総平均法

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1)　有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～31年

機械及び装置 ２～12年
 

　

(2)　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア（自社利用分）    ５年（社内における利用可能期間）

　

(3)　リース資産

①　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

②　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準

(1)　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しておりま

す。

 

(2)　株主優待引当金

株主優待制度に基づく支出に備えるため、翌事業年度以降において発生すると見込まれる額を計上しておりま

す。

 
(3)　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額から、中小企業退職金共済制度より支給される退職金額

を控除した額を計上しております。

　

(4)　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

当社は、直動機器等の製造及び販売を行っております。顧客に対する履行義務は、顧客が発注した製品等を引渡

し、顧客によって検収が行われた時点で約束した財の支配が顧客に移転することから、当該時点において履行義務

が充足されると判断しております。国内におけるこれらの製品等の販売において、当社が出荷してから製品等の支

配が顧客に移転する時までの期間は取引慣行から判断して通常の期間であることから、当社においては、収益の認

識時点を出荷時としております。

 
５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 
(2)　重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合には、

振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務等

③　ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象取引に関する重要な条件が同一であり、為替相場変動を

完全に相殺できると認められるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。
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(重要な会計上の見積り)

 (1)　固定資産の減損の要否の検討

 ①　当事業年度の財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

 前事業年度 当事業年度

有形固定資産 2,335,668 2,280,997

無形固定資産 10,784 7,166

合計 2,346,452 2,288,163
 

 
②　会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

当社は、拠点別品目別に独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として固定資産のグルーピングを行っ

ております。減損の兆候がある資産グループが識別された場合には、資産グループごとの中期経営計画に基づき将

来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループごとの固定資産の帳簿価額

を下回る場合には、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することと

しております。また、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額によっております。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる中期経営計画の策定においては、過去のトレンド並びに市

場の動向を踏まえた売上高、材料費及び人件費等の経費を主要な仮定としております。

これらの仮定は、将来の不確実な市場環境の変動によって影響を受ける可能性があり、実際の結果が見積りと乖

離した場合には、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があります。

当事業年度においては、埼玉工場及び秋田工場の直動機器グループ、ユニット製品グループ及び共用資産を含

む、より大きな単位である会社の固定資産において減損の兆候が生じたことから、これらの資産グループについて

は主要な資産の経済的残存使用年数における将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの

総額と固定資産の帳簿価額を比較しました。その結果、いずれの資産グループも割引前将来キャッシュ・フローの

総額が固定資産の帳簿価額を上回っていることから、減損損失の計上は不要と判断しております。

 
(2)　繰延税金資産の回収可能性

①　当事業年度の財務諸表に計上した金額

                                                             (単位：千円)

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 50,549 38,284
 

 
②　会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

繰延税金資産は、識別された将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金について、将来の税金負担額を軽減する

効果を有すると認められる範囲内で認識しております。

当社は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）による企業分類に

従って、将来減算一時差異及び将来加算一時差異のスケジューリング並びに将来の一時差異等加減算前課税所得の

見積額等を検討し、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

将来の課税所得の発生時期及び金額は、中期経営計画を基礎として合理的に見積っており、当該中期経営計画

は、過去のトレンド並びに市場の動向を踏まえた売上高、材料費及び人件費等の経費を主要な仮定としておりま

す。これらの仮定は、将来の不確実な市場環境の変動によって影響を受ける可能性があり、実際の課税所得の発生

金額と時期が異なる場合には、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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(会計方針の変更に関する注記)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正基準大20－３項ただし書きに定める経過的な取り扱

いに従っております。これによる財務諸表に与える影響はありません。

 
(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

当社は、従来、有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法）を採用しておりましたが、当事業年度の期首から定額法に変更しております。

当社では、中期経営計画（2024年３月期～2027年３月期）に基づき、「スマート生産」「稼働率の平準化」

「直動機器の製品力強化」等の重点施策を実現するため、その一環として、設備投資を進めて参りました。ま

た、2023年５月には埼玉工場内に直動機器増産のための新工場Ａ棟を増設し、直動機器の生産体制が整いまし

た。これを契機に、有形固定資産の使用実態を検証した結果、長期にわたり安定的な稼働が見込まれることか

ら、定額法により耐用年数にわたって均等に費用配分することが、有形固定資産の使用実態に即しており、より

経営実態を適切に反映するものと判断いたしました。

この結果、従来の方法によった場合と比べて、当事業年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失

はそれぞれ21,624千円減少しております。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

建物 606,608千円 557,794千円

土地 908,966千円 908,966千円

計 1,515,574千円 1,466,760千円
 

　

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 129,696千円 167,714千円

１年内償還予定の社債 16,000千円 ―千円

長期借入金 319,898千円 333,506千円

計 465,594千円 501,220千円
 

　

※２ 関係会社に対する資産及び負債

     区分掲記されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

短期金銭債権 38,016千円 32,832千円
 

　３　当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

当座貸越極度額の総額 600,000千円 600,000千円

借入実行残高 ―千円 ―千円

差引額 600,000千円 600,000千円
 

 

※４　期末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処

理しております。　

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務
が、前事業年度末残高に含まれております。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

受取手形 1,336千円 ―千円

電子記録債権 4,058千円 ―千円

支払手形 18,231千円 ―千円

電子記録債務 85,809千円 ―千円
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

　営業取引による取引高   

　売上高 142,420千円 115,297千円

　仕入高 7,884千円 8,517千円

　販売費及び一般管理費 ―千円 ―千円

 営業取引以外の取引による取引高 ―千円 ―千円
 

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

　販売促進費 5,253千円 4,417千円

　役員報酬 115,440千円 106,890千円

　給料及び手当 63,822千円 65,796千円

　賞与引当金繰入額 12,846千円 9,490千円

　役員退職慰労引当金繰入額 13,139千円 12,464千円

　減価償却費 20,307千円 19,224千円
 

おおよその割合     

　販売費 23％ 20％

　一般管理費 77％ 80％
 

　

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

機械及び装置 354千円 ―千円

車両運搬具 696千円 ―千円

計 1,050千円 ―千円
 

 

※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

構築物 0千円 ―千円

機械及び装置 190千円 0千円

工具、器具及び備品 0千円 0千円

計 190千円 0千円
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(有価証券関係)

　関係会社株式は、市場価値のない株式等のため、関係会社株式の時価を記載しておりません。

なお、市場価格のない株式等の関係会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

(単位：千円)

区分
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

関係会社株式 40,000 40,000
 

 
(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2024年３月31日)
 

当事業年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産    

  未払事業税等 3,435千円  4,277千円

  賞与引当金 6,091千円  6,091千円

 棚卸資産評価減 34,519千円  50,593千円

  退職給付引当金 32,290千円  34,071千円

  役員退職慰労引当金 54,093千円  57,557千円

 減価償却超過額及び減損損失 78,436千円  76,959千円

　その他有価証券評価差額金 ―千円  44千円

 税務上の繰越欠損金 45,702千円  67,789千円

　その他 3,655千円  4,515千円

繰延税金資産小計 258,226千円  301,900千円

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △44,437千円  △60,533千円

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △159,603千円  △200,045千円

評価性引当額小計 △204,040千円  △260,578千円

繰延税金資産合計 54,186千円  41,322千円

    

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △87千円  ―千円

　圧縮積立金 △3,549千円  △3,037千円

繰延税金負債合計 △3,636千円  △3,037千円

繰延税金資産純額 50,549千円  38,284千円
 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　 前事業年度及び当事業年度は、税引前当期純損失であるため、注記を省略しております。
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日において国会で成立し、2026年４

月１日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰

延税金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が7,529千円減少し、法人税等

調整額が7,529千円増加しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に

同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

建物 1,939,146 ― ― 1,939,146 1,381,351 48,813 557,794

構築物 125,453 ― ― 125,453 103,598 3,416 21,854

機械及び装置 1,729,949 3,341 4,260 1,729,030 1,309,778 66,931 419,251

車両運搬具 14,741 ― ― 14,741 9,672 1,920 5,069

工具、器具及び備品 408,904 5,087 9,171 404,820 377,958 15,300 26,862

土地 908,966 ― ― 908,966 ― ― 908,966

リース資産 349,849 115,522 ― 465,372 127,083 42,143 338,288

建設仮勘定 3,005 2,910 3,005 2,910 ― ― 2,910

有形固定資産計 5,480,015 126,861 16,436 5,590,440 3,309,442 178,527 2,280,997

無形固定資産        

ソフトウエア 34,529 ― 12,560 21,969 14,953 3,617 7,016

電話加入権 149 ― ― 149 ― ― 149

無形固定資産計 34,679 ― 12,560 22,119 14,953 3,617 7,166
 

(注) １． 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 加工機 3,341 千円

工具、器具及び備品 システム関係・治具 3,269 千円

リース資産 加工機 112,910 千円
 

 
　  ２.　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて記載しております。

 
【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 19,999 19,999 19,999 ― 19,999

株主優待引当金 ― 60,633 ― ― 60,633

役員退職慰労引当金 177,589 12,464 6,517 ― 183,537
 

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

　　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
　
(3) 【その他】

　　　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

　

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日
本経済新聞に掲載しております。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
https://www.hephaist.co.jp

株主に対する特典 なし
 

(注)　当社定款の定めにより、当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

　

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第62期(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)2024年６月27日関東財務局長に提出。

　

(2)　内部統制報告書及びその添付書類

2024年６月27日関東財務局長に提出。

　

(3)　半期報告書及び確認書

第63期中(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)2024年11月12日関東財務局長に提出。

 
(4)　臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書

2024年６月27日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

2025年６月23日

ヒーハイスト株式会社

取締役会  御中

　

太陽有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　尻　　慶　　太  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 今　　井　　裕　　之  

 

 
＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるヒーハイスト株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ヒーハイスト株式会社及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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固定資産の減損損失の認識の要否に関する判断の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社グループは、直動機器、精密部品及びユニット

製品を製造・販売している。当連結会計年度の連結貸

借対照表において有形固定資産2,284,053千円を計上し
ており、これは総資産5,007,569千円の45.6％を占めて
いる。
会社グループは、【注記事項】（重要な会計上の見積

り）(1)に記載のとおり、拠点別品目別に独立した
キャッシュ・フローを生み出す最小単位として固定資産
のグルーピングを行っているが、当連結会計年度におい
ては、埼玉工場及び秋田工場の直動機器グループ、ユ
ニット製品グループ及び共用資産を含む、より大きな単
位である会社の固定資産に係る減損の兆候を認識してい
る。
減損の兆候が生じている資産グループ及び共用資産を

含む、より大きな単位である会社の固定資産については
主要な資産の経済的残存使用年数における将来キャッ
シュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フロー
の総額と固定資産の帳簿価額を比較して、減損損失の認
識の判定を行っている。判定の結果、いずれの資産グ
ループ及び共用資産を含む、より大きな単位である会社
の固定資産についても、割引前将来キャッシュ・フロー
の総額が固定資産の帳簿価額を上回っていることから、
当連結会計年度において、減損損失の計上は不要と判断
している。
判定に用いた割引前将来キャッシュ・フローは、会

社グループが策定した中期経営計画を基礎として見積ら
れており、当該中期経営計画は、過去のトレンド並びに
市場の動向を踏まえた売上高、材料費及び人件費等の経
費を主要な仮定としている。
割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる

中期経営計画の主要な仮定は不確実性を伴い、経営者の
主観的な判断が介在する。
以上のことから、当監査法人は、固定資産の減損損失

の認識の要否に関する判断の妥当性について、監査上の
主要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、固定資産の減損損失の認識の要否に関
する判断の妥当性を検討するに当たり、主として以下の
監査手続を実施した。

・ 固定資産の減損検討に係る会社の内部統制の整備

状況を理解した。

・ 資産グループ及び共用資産を含む、より大きな単位

である会社の固定資産に減損の兆候が存在するかどう
かに関する会社の検討資料を閲覧した。

・ 当連結会計年度の予算と実績を比較し、当連結会

計年度末における見積方法への影響を評価した。

・ 割引前将来キャッシュ・フローについて、その見積

りの基礎となった中期経営計画が取締役会で承認され
ていることを確かめるとともに、当該中期経営計画と
の整合性を確かめた。

・ 割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎とな
る中期経営計画における主要な仮定が適切かどうかを
評価するために、主として以下の監査手続を実施し
た。
－ 経営者への質問及び中期経営計画の策定方針資料
や会社の取締役会議事録及び添付資料の閲覧を通じ
て、会社の経営環境を理解した。

－ 特に直動機器グループにおける売上見込額につい
て、過去実績からの趨勢分析を実施するとともに、
外部機関による統計データや過年度における主要販
売先からの情報との整合性を確かめること等によ
り、その合理性を検討した。

－ 材料費及び人件費等の経費について、特に直動機
器グループにおける過去実績からの趨勢分析を実施
するとともに、材料費及び外注加工費について監査
人の見積額を算出し、経営者による見積額との比較
検討を実施すること等により、その合理性を検討し
た。

・ 割引前将来キャッシュ・フローの総額を再計算し、
固定資産の帳簿価額との比較を行い、割引前将来
キャッシュ・フローの総額が固定資産の帳簿価額を上
回っていることを検証した。
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有形固定資産の減価償却方法の変更理由の正当性及び注記の適切性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

【注記事項】（会計上の見積りの変更と区別すること
が困難な会計方針の変更）に記載のとおり、会社は、有
形固定資産の減価償却方法について、主として定率法を
採用していたが、当連結会計年度の期首より定額法に変
更している。この変更により、従来の方法によった場合
と比べて、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税
金等調整前当期純損失がそれぞれ21,624千円減少してい
る。
会社グループは、中期経営計画（2024年３月期～2027

年３月期）に基づき、「スマート生産」「稼働率の平準
化」「直動機器の製品力強化」等の重点施策を実現する
ため、その一環として、設備投資を進めてきた。また、
2023年５月には埼玉工場内に直動機器増産のための新工
場Ａ棟を増設し、直動機器の生産体制を整えた。これを
契機に、有形固定資産の使用実態を検証した結果、長期
にわたり安定的な稼働が見込まれることから、定額法に
より耐用年数にわたって均等に費用配分することが、有
形固定資産の使用実態に即しており、より経営実態を適
切に反映するものと判断している。
この変更が正当な理由に基づく会計方針の変更に該当

するかは、経営者による重要な判断を伴う事項であり、
また、当該変更が正当な理由によるものと認められる場
合であっても、その内容、理由及び影響額が適切に開示
されない場合には、連結財務諸表の期間比較性が損なわ
れる可能性がある。
以上のことから、当監査法人は、有形固定資産の減価

償却方法の変更理由の正当性及び注記の適切性を監査上
の主要な検討事項に該当するものと判断した。

 

当監査法人は、有形固定資産の減価償却方法の変更理
由の正当性及び注記の適切性を評価するため、主に以下
の監査手続を実施した。

(1) 減価償却方法の変更理由の正当性の評価

・ 減価償却方法の変更について、経営者へ質問する

とともに、設備投資・減価償却費の推移データ、機
械装置等の利用実態（稼働時間・生産数の推移）
データ及び取締役会議事録等、中期経営計画に基づ
く設備投資額が近年増加していることを裏付ける資
料を閲覧することによって、会社の事業内容又は企
業内外の経営環境の変化に対応して行われるもので
あるかを評価した。
・ 減価償却方法を定率法から定額法に変更すること

について、経営者への質問及びボールブッシュ調達
計画データ等の閲覧によって、長期にわたり安定的
に稼働することが見込まれる会社設備の将来の経済
的便益の費消パターンをより適切に反映しているか
を評価した。
・ 減価償却方法の変更の適時性について、経営者へ

質問するとともに、設備投資・減価償却費の推移
データ、機械装置等の利用実態（稼働時間・生産数
の推移）データ及び取締役会議事録等、中期経営計
画に基づく設備投資額が近年増加していることを裏
付ける資料を閲覧することによって、当連結会計年
度に変更することが妥当であるかを評価した。

(2) 注記の適切性の評価

・　注記された当連結会計年度の連結損益計算書に与
える影響額について、算出に利用された基礎データ
の正確性及び網羅性を評価したうえで影響額を再計
算した。
・当該会計方針の変更の内容、変更を行った正当な理
由及び変更による影響額が、連結財務諸表の注記に
適切に反映されているかを検討した。

 
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。
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監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ヒーハイスト株式会社の2025

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、ヒーハイスト株式会社が2025年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

　
 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

2025年６月23日

ヒーハイスト株式会社

取締役会  御中

　

太陽有限責任監査法人
 

東京事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　尻　　慶　　太  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 今　　井　　裕　　之  

 

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるヒーハイスト株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ヒーハ

イスト株式会社の2025年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

固定資産の減損損失の認識の要否に関する判断の妥当性

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（固定資産の減損損失の認識の要否に関する
判断の妥当性）と同一内容であるため、記載を省略している。

 

 

有形固定資産の減価償却方法の変更理由の正当性及び注記の適切性

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（有形固定資産の減価償却方法の変更理由の
正当性及び注記の適切性）と同一内容であるため、記載を省略している。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
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行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞
報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

　
 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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